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Report of the 1st Evaluation Committee of NILIM in FY 2006 

 
 
 
概要 
 
 本資料は、平成１８年７月４日に開催された「平成１８年度第１回国土技術

政策総合研究所研究評価委員会」における「国総研における研究活動のマネジ

メントのあり方」についての評価結果等をとりまとめたものである。 
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Synopsis 
 

This report summarizes the“Evaluation of the results of research and 
development activities in FY2005 and how the research activities 
management in NILIM ought to be”from the 1st meeting of the Evaluation 
Committee of NILIM in FY 2006 held on July 4, 2006. 
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はじめに 
 
国土技術政策総合研究所（国総研）は、平成１３年４月の設立以来、その使命を果たす

ため、研究方針に従い、プロジェクト研究を重点的に取り組む等研究開発活動を推進して

きた。 

設立後５年を経て、国総研における研究活動のマネジメントのあり方について検討を行

うため、外部評価を実施した。本報告書は、そのために開催された平成１８年度第１回国

土技術政策総合研究所研究評価委員会における評価結果とそれらに対する国総研の対応に

ついてとりまとめたものである。なお、本報告書は「第１章 評価の方法等」、「第２章 評

価の結果」、「第３章 評価の結果に対する対応」の３章からなっているが、このうち、報

告書の中心をなす「第２章 評価の結果」は国土技術政策総合研究所研究評価委員会によ

って作成されたもので、その他の章は、国土技術政策総合研究所がとりまとめたものであ

る。 

 

 

国土技術政策総合研究所研究評価委員会 

国土交通省国土技術政策総合研究所 
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第１章 評価の方法等 

 

 

１ 評価の対象 

今回の研究評価委員会の評価は、「国総研における研究活動のマネジメントのあり方」を対

象とした。 

 
 
２ 評価の方法 

国土技術政策総合研究所研究方針のもとに進めてきた研究活動の概要について、平成１７年

度の活動を中心に説明すると共に、今後の国総研の研究活動のマネジメントのあり方を示し、

委員長及び各委員から意見及び評価を受けた。 

 
 
３ 評価委員会の体制 

評価委員会は、国土技術政策総合研究所研究評価委員会設置規則に基づき、以下の構成とな

っている。 

 委員長 森杉 壽芳 東北大学 教授 

 委員 石田 東生 筑波大学 教授 

 委員 木村 宗光 (社）住宅生産団体連合会 規制合理化委員会委員長 

 大和ハウス工業㈱ 技術本部 顧問 

 委員 見城 美枝子 青森大学 教授 

 委員 辻本 哲郎 名古屋大学 教授 

 委員 野本  寿 (社）日本土木工業協会 土木工事技術委員会委員 

   西松建設㈱技術研究所 所長 

 委員 三村 信男 茨城大学 教授 

 委員 村上 周三 慶應義塾大学 教授 

 委員 廻  洋子 淑徳大学 教授 

 委員 元村 有希子 毎日新聞 科学環境部記者 

（平成 18 年 7 月現在、委員は五十音順敬称略） 
 

平成 18 年 7 月 4日に開催された評価委員会の出席者は、森杉委員長と木村、見城、野本、

三村、村上、元村の各委員であった。 

 
 

４ 評価結果の公表 

評価結果は、議事録とともに公表することとした。なお、議事録における発言者名について

は、「主査」、「委員」、「事務局」等として表記することとした。
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第２章 評価の結果 

 

 本評価結果は、平成１８年度第１回国土技術政策総合研究所研究評価委員会における審議に

基づき、とりまとめたものである。 

平成１８年１１月２２日 

国土技術政策総合研究所研究評価委員会 

委員長  森杉 壽芳 

 
【総合評価】 

今回は「研究活動のマネジメント」という分野に一歩踏み込んでいるという観点で、望ましい

方向であると評価する。引き続きマネジメントについての取り組みを進められたい。 
その際、研究成果の最終的な社会全体への効果の視点から、政策をバックアップする理論やデ

ータを担当していくことをポイントに、国総研のミッションをより明確化すべきである。 
チェックについては、研究成果の政策への活用や研究分野への貢献を考慮した、研究者の研究

活動の励みになるような仕組みについて検討されたい。 

 
平成１７年度の研究活動については、概ね順調であったと評価する。ただし、研究の実施状況

の自己点検においては、進捗の遅れている理由や改善すべき点についても具体的に明らかにすべ

きである。 
 
 以下に列挙する各委員からの指摘事項も参考に、国総研の使命を今後とも果たしていくことを

期待したい。 

【委員からの指摘事項】 

＜研究活動のマネジメント全般について＞ 

・国総研のコアとなる部分として非常に重要なことは、一つは、国土の情報をきちんと把握し長

く蓄積し、それに基づいて何か問題がないかチェックすることであり、もう一つは、国土の管

理技術がどのような変遷を経てきて、どこまで技術が発展し、今どういう課題があるかを組織

として把握しておくことである。 
 
・国総研全体の評価として、個々の事業にどのように貢献したかよりも、最終的に社会全体にど

のようないい効果があったのかを測ることは、非常に挑戦的だが、まさに必要な視点である。 
 
・定性的な評価から定量的な評価に変えていくことは、日本全体の研究機関に課せられた課題で

あるが、今後合理的に研究し、国総研としての判断基準が育っていくことを期待したい。 
 
・本省と国総研の役割分担が分かりにくい。政策や施策の理論を固めるところが国総研である、

ということをはっきりさせれば、マネジメントや評価の方法が明確になっていくのではないか。 
 
・技術政策というソフトに関する研究を続けることができるのは国総研しかないのではないか。 
 
・国総研としてどこをアピールしたいのか、どのようなアイデンティティを持ち、これからどう

進んでいきたいのかがわかりにくい。そこが不明瞭なため、平成 17 年度の活動の何をどう評

価したのかがわからない。もう少し自信とリーダーシップを持って明確に打ち出されてもいい

のではないか。 
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・全体が見えるロードマップの中で、国総研がやる分野のロードマップを位置づけ、足りない要

因を一つ一つ消していく形が、縦割り行政の壁を破ってできてくると、本当のマネジメントに

なってくる。 
 
＜研究活動の評価について＞ 

・研究所の理念や使命に沿った評価と、個々の研究者が伸びていけるような可能性、余地、それ

を励ます評価と両方が必要であり、バランスの視点が非常に重要である。 
 
・研究活動のチェックとしては、研究レベルとしてどういう貢献をしたかと、個人がどの研究分

野にどんな貢献をしたかというマトリックスとなる。マネジメントにおいては、これに関して

も自己点検の仕組みが必要ではないか。 
 
・研究に誇りを持たせ、研究の方向付けをしっかりして、その達成度を個人の力量に合わせて評

価しないと評価することは難しい。全体像をみせてやるのが研究員のモチベーションを高める

ことになる。交通事故死亡者数の減少などの数値目標をたてて、その達成度を励みにしていく

ことが重要と考える。 
 
＜研究活動の自己点検方法について＞ 

・研究の実施状況について、概ね順調という自己評価をしている以上は何らかの欠点があり、そ

こに改良の余地があるはずである。具体的なコメントとして資料に明示すべきである。 
 
・研究の実施状況の評価においては、計画段階の工程表は、予想通りにいっているか、それ以上

か、遅れているかを判断する一つのベースとして必要であり、その次の問題として、人や施設、

費用、周辺技術の成熟度など、研究の成功と失敗の分かれ道になるものについて評価していく

という手法が必要である。 
 
＜その他＞ 

・国家公務員の倫理規定や会計規則など、倫理面での規程類は揃っているようだが今のもので充

足しているのか、もう一度見直して欲しい。 
 
・社会資本についていろいろ定義が広がっているが、どう考えればよいのかどこかで整理できな

いか。 
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第３章 評価の結果に対する対応 

 

 評価の結果は、以下のとおり今後の研究活動及び評価方法に適切に反映させる。 
 
１．国総研の研究活動のマネジメントについて、国総研のミッションを明確化しつつ、具体的な

取り組みを進める。 
 
２．個々の研究者の研究活動の励みになるような仕組みについて検討する。 
 
３．研究活動については、より実効性のある自己点検の方法を検討する。 
 
４．その他指摘のあった点も参考として、今後の活動に取り組む。 
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国土技術政策総合研究所研究評価委員会委員名簿 

 

 

 

（委員長） 東北大学教授       森杉 壽芳 

 

 

 筑波大学教授   石田 東生 

 

 

 (社)住宅生産団体連合会   木村 宗光 

 規制合理化委員会委員長 

 大和ハウス工業(株)技術本部顧問 

  

 青森大学教授   見城 美枝子 

 

 

 名古屋大学教授   辻本 哲郎 

 

 

 (社）日本土木工業協会     野本  寿 

 土木工事技術委員会委員 

 西松建設(株)技術研究所所長 

 

 茨城大学教授   三村 信男 

 

 

 慶應義塾大学教授     村上 周三 

 

 

 淑徳大学教授   廻  洋子 

 

 

 毎日新聞 科学環境部記者   元村 有希子 

 

 

 

※委員長以外五十音順、敬称略 

資料１

－1－



 

 

国土技術政策総合研究所における研究評価の進め方 

 

 

Ⅰ 評価の目的 

 「科学技術基本計画」、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「行政機

関が行う政策の評価に関する法律」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価

を行い、評価結果を研究活動、研究体制の整備・運営等に的確に反映することに

より、 

○ 社会経済状況、住宅・社会資本に係る国民的・社会的要請、国土技術政策

の企画立案・実施に必要な技術ニーズ、公共事業等の効果的実施に必要な現

場技術ニーズ等を的確に踏まえた研究課題の設定、適切な研究計画の作成及

びその効率的かつ着実な実施 

○ 組織の使命に応じて研究能力が最大限に発揮されるような研究体制の整

備・運営 

○ 研究成果の円滑かつ適切な行政及び社会への反映並びに国民への研究内容

の開示 

等に資することを目的とする。 

 

 

Ⅱ 評価の内容 

 公正・透明な研究評価を行うため、外部専門家及び外部有識者による研究評価

委員会を設置し、外部評価を行う。 

 なお、国総研は、自らの研究活動について十分な自己点検を実施することとし、

そのために必要に応じて、研究評価所内委員会による内部評価を行う。 

 

  ■研究評価委員会 

  国総研の研究活動全般について評価を行う。 

 

  ■研究評価委員会分科会 

国総研が重点的に推進する個別研究課題について評価を行う。 

 

 

Ⅲ 評価結果等の公表 

 研究評価委員会（分科会含む。）における評価結果は、今後の研究活動に適切

に反映させる。また、評価結果及びその対応は、原則としてその内容を公表する。 

 

資料２
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平成１７年度の研究活動及びその成果 
 
 
 
 

１．研究活動 

 （１）研究の実施 

 （２）施策への反映 

 （３）技術支援活動 

 （４）基本課題に係る活動 

 （５）国土管理データベース 

 （６）他機関との連携 

 （７）研究成果の知的財産化 

 （８）国際協力 

２．研究者の育成 

３．研究評価 

４．研究成果の発信 

 

資料３

－3－



１． 研究活動 

 （１）研究の実施 

  ①プロジェクト研究、基盤研究、基礎研究の実施状況 

国総研では、研究方針に掲げた１７の技術政策課題の解決に向け、プロジェクト研究、基

盤研究及び基礎研究を実施し、所として重点的に推進する研究をプロジェクト研究としてい

ます。平成１７年度は、課題数にして約８％（図１－１）、予算額にして約１９％（図１－

２）をプロジェクト研究として実施しました。 

プロジェクト研究の実施状況は、別紙１の通りで、継続プロジェクト研究１５課題に、新

規プロジェクト研究８課題を加えた計２３課題について実施し、このうち平成１７年度に１

０課題が終了しました。平成１８年から、新規プロジェクト研究８課題を開始します。基盤

研究及び基礎研究については、中長期的な必要性を念頭において実施しました。 

プロジェクト研究

基盤研究

基礎研究

32%
（96課題）

61%
（185課題）

8%（23課題）

プロジェクト研究

基盤研究

基礎研究60%
（約62億円）

21%
（約22億円）

19%（約19億円）

    図１－１ 研究分類別課題数          図１－２ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究の予算割合

 

研究費の示達予算額を７本の柱別に整理し、平成１５年度と平成１７年度の比較を示した

のが図２です。ＩＴ分野（６番目の柱）における研究費が、他分野に比較して圧倒的に多く

なっています。また、社会情勢や国民ニーズを反映し、安全・安心（２番目の柱）や暮らし

（３番目の柱）に関わる分野に対して、研究予算配分の重点が移ってきたことが分かります。 
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図２ ７本の柱別示達予算額の変化（Ｈ１５とＨ１７の比較） 

 －4－



②技術政策課題に対する研究の実施状況 

国総研研究方針においては、取り組むべき課題として、１７の技術政策課題を中長期的な

観点から設定しています。平成１３年７月の研究方針策定から５年近くが過ぎ、また、国総

研を取り巻く様々な状況が変化してきたことから、１７の技術政策課題に対する研究の実施

状況を整理した実施状況表を作成しました。実施状況表の作成にあたり、過去５年間の主要

な研究の成果を整理し、行政・社会の最近のニーズを把握した上で、国総研で今後取り組む

べき研究課題を明らかにすることにより、実施状況についての自己点検を行いました。１７

の技術政策課題に対する研究の実施状況と今後の対応は、別紙２の一覧表の通りです。 

自己点検の結果は、今後の研究活動や技術政策課題の見直しに反映させました。 

 

 （２）施策への反映 

技術政策課題の解決に向け、政策の支援や技術基準の策定に資する研究を実施することに

より、研究成果が施策に反映されるよう努めました。施策への反映事例数の年度推移は、図

３－１の通りです。平成１７年度の施策への反映事例（別紙３）について、反映先別に整理

すると図３－２となり、国総研の貢献の仕方別に整理すると図３－３となります。なお、図

３－４に示すとおり、プロジェクト研究からの施策への反映事例数は全体の約２１％であり、

所として重点的に推進した成果が現れています。 
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図３－１ 施策への反映事例数の年度推移 
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図３－２ 反映先別の事例数と割合      図３－３ 国総研の貢献の仕方別の事例数と割合
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図３－４ 研究分類別の反映事例数と割合 

 

平成１７年度に施策に反映された事例のうち、代表的なものを以下に示します。 

   １）「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」の策定 

平成１７年４月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が施行され、価格競争

から「価格と品質を総合的に評価する」総合評価方式への転換が図られました。国総研

では、公共工事全体の品質確保のため比較小規模で技術提案の余地が小さい工事にも適

用が可能な総合評価方式のあり方について議論するため、検討委員会を設置し、簡易型

総合評価方式を提案するとともに、「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」

をとりまとめました。本ガイドラインは平成１７年９月に策定され、国土交通省の通達

を通じて、現場で活用されています。 

   ２）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」の作成 

国総研では、平成１６年度終了プロジェクト研究「地球温暖化に対応するための技術

に関する研究」における一つのテーマとして、住宅を対象とした省エネルギー化と質的

向上を目的とした合理的な建築技術の確立に関する研究を行いました。その成果に基づ

き、居住時のエネルギー消費量を確実に低減するための実用的設計手法を「自立循環型

住宅への設計ガイドライン」（平成１７年６月出版）としてまとめ、平成１７年度から

民間への講習会を通じて技術普及を図っています。また、その成果は、「住宅に係るエ

ネルギーの使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の指針」（国土交通省告示）

にも反映され、平成１８年４月に公布されました。 

   ３）港湾におけるロジスティクスハブの形成のための支援策の展開 

経済のグローバル化の中、企業はSCM（Supply Chain Management）等の戦略を強化し

ており、この支援のためアジア地域の主要港湾では、コンテナターミナルとあわせ高度

な物流拠点（ロジスティクスハブ）が整備されています。国総研では、港湾ロジスティ

クスハブ形成に関する検討（必要性や導入機能、関連インフラ整備のあり方の検討、海

外事例収集等）を行い、その知見は、物流総合効率化法（平成１７年７月制定）におけ

る「港湾国際物流拠点地区」の指定の考え方等、我が国におけるロジスティクスハブ形

成のための支援策の策定に反映されました。 
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 （３）技術支援活動 

研究活動を通じて身につけた知識と経験に基づき、国土交通本省、地方整備局及び地方公

共団体等に対して、技術指導、講師派遣、委員会への参画等の技術支援活動を行いました。

平成１７年度における活動実績は以下の通りです。 

・行政運営、事業の執行・管理、災害・事故等に必要な技術指導 ５０８件（指導回数） 

・災害調査                          ６１件（調査件数） 

・技術政策に関する検討委員会等への参画         １，２６１件（委員委嘱数） 

・技術研修等への講師派遣                  ３１３件（派遣件数） 

なお、それぞれの技術支援活動件数の推移は図４の通りであり、政策の実施や事業の執行、

事故・災害時等において、多方面からの要請に応じて技術指導を行う他、技術研修の講師や

各種委員会の委員として、活躍の幅を広げました。 
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図４ 技術支援活動件数の推移

平成１７年度における技術支援活動の代表的な事例と、活動を通じて得られた知見は、以

下の通りです。 

技術指導事例 

総合評価方式に関する技術指導 

ユニットプライス型積算方式の地方自治体への導入研究会 

道路環境影響評価に関する技術指導 

国際海上コンテナ貨物取扱量の将来予測に関する技術指導 

航空需要予測に関する技術指導（福島空港、那覇空港、徳島空港等） 等 

災害調査例１：台風１４号により大分県、宮崎県、鹿児島県で発生した土砂災害 

平成１７年９月の台風１４号にともなう土砂災害に対し、災害発生時の警戒避難状況

について調査を実施しました。人的被害が発生した大分県竹田市・湯布院町（現由布市）、

宮崎県山之口町・三股町・高千穂町・椎葉村、鹿児島県垂水市の防災担当者及び住民を
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対象として、当時の状況についてヒアリングを行った結果、災害発生前に避難勧告等が

発令された事例が少なく、その理由の一つとして、土砂災害に関する発令の判断基準が

具体的に設定されていないことが明らかになりました。この調査結果から、避難勧告の

適切な発令を支援できるよう、土砂災害の発生予測に関する研究を更に進める必要があ

ると考えています。 

災害調査例２：宮城県沖の地震によるスポーツ施設の天井落下事故 

平成１７年８月１６日に発生した宮城県沖の地震によるスポーツ施設の天井落下に関

して、国総研では、国土交通省住宅局及び独立行政法人建築研究所とともに、現地調査

を実施しました。その結果、天井に斜めの振れ止めが設置されていなかったために、天

井部の変位が大きくなったにもかかわらず、天井と壁との間でそれに応じた十分なクリ

アランスがとられていなかったこと等が、天井落下の主因であると確認されました。こ

の調査結果を受けて、国土交通省住宅局建築指導課長より、各都道府県建築主務部長あ

てに、地震時における天井の崩落対策の徹底についての技術的助言が発出されました。 

災害調査例３：ハリケーン・カトリーナにおける被害調査 

平成１７年８月のハリケーン・カトリーナによるニューオリンズ市街地やメキシコ湾

沿岸地域における大規模な被害について、国総研では、災害調査、被災メカニズムの解

明や高潮・高波対策の現状と課題の把握などを目的として、数次に渡って職員を現地に

派遣して調査を行う他、関係当局へのヒアリングや意見交換を行いました。この災害か

ら、高潮から人々を守っている堤防が破壊された場合、甚大な被害がもたらされること、

防御施設の計画水準を上回る規模の災害に見舞われる可能性を考慮したソフト・ハード

両面の対策や被災を前提とした復旧・復興計画を予め策定しておくことの重要性、防御

システムの性能や信頼性をモニタリング・評価して適切な対応が取れる状態を持続させ

ることなど、学ぶべきことは非常に多く、そうした教訓に基づいた研究を行うとともに、

迅速に施策に反映させることが重要と考えています。 

 －8－



 （４）基本課題に係る活動 

基本課題Ⅰ「時代に即した社会資本の整備・運営のあり方 ～ユーザーオリエンテッドの 
評価軸～」 

基本課題Ⅱ「安全で美しい国土の創造」 
基本課題Ⅲ「豊かさとゆとりの感じられる生活環境・都市環境の形成」 

国民のニーズに真に応える研究を推進するため、上記３つの基本課題について、国民の

ニーズ、時代の潮流、科学技術の動向等について把握・考察し、研究のスタンスや方向を

的確なものとするための検討を、長期的な視野の下で取り組んできております。 
そのなかで、平成１７年度は次の活動を実施しました。基本課題Ⅰにおいて、講演会「農

村集落の現状と今後の課題」（東京大学教授 生源寺真一氏）を開催し有識者との意見交

換を行う他、これまでの検討成果を国総研資料「東京圏における社会資本の効用」として

とりまとめました。基本課題Ⅱにおいて、国土交通省国土技術研究会の指定課題「景観検

討・評価のための計画デザイン・システムに関する研究」について、プロジェクトチーム

から発表する等の活動を行いました。基本課題Ⅲにおいて、建築物のコンバージョンにつ

いての調査検討を行いました。 
平成１３年９月に課題の検討に向けた取り組みを開始して以来、これまでに基本的な課

題意識、研究のスタンス、研究の基本的な方向を明らかにすることで、重要な研究課題の

設定・推進や成果の施策への反映がなされており、一定の役割を果たすことができたと考

えています。今後は、生み出された研究課題について横断的な体制で取り組んでいくこと

が必要と考えています。 

＜過去５年の成果＞ 

○研究課題の設定・推進に反映された事例（一部） 

基本課題Ⅰ：プロジェクト研究「社会資本の整備水準の評価手法に関する研究（H17～
19）」 

基本課題Ⅲ：プロジェクト研究「建築空間におけるユーザー生活行動の安全確保のため

の評価・対策技術に関する研究（H18～20）」 
○施策に反映された事例 

基本課題Ⅱ：「国土交通省所管公共事業における景観評価の基本方針（案）（H16 年 6
月策定）」 

 
 （５）国土管理データベース 

研究に関連して、国土管理に資するデータを継続的に収集・蓄積し、広く活用を図るよう

努めました。前年に引き続き、東京湾の環境情報、港湾地域強震システム、地震計ネットワ

ーク情報、全国港湾波浪情報（ナウファス）をホームページ上で公開し、国総研が観測ある

いは他機関と共同で観測・運営しながら、随時情報を更新しました。 

地震計ネットワーク情報の活用例 

大規模地震発生後の二次災害を防ぐための緊急措置を効率的に施すためには、地震直後

の情報の空白期に施設被害の全体像を速やかに把握することが極めて重要です。東北地方

整備局において平成１７年度より稼働を開始している即時震害予測システム（国総研が開

発）では、施設被害の把握に地震計ネットワークにより得られた各地域の地震動の強さに

関する情報が活用されています。本システムでは、道路橋、道路盛土、河川堤防等の被災

の可能性を予測して施設管理者に情報提供するとともに、被災可能性の大きい場所から順

に現地に設置したＣＣＴＶカメラで実際の状況を確認することが可能となっています。 
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 （６）他機関との連携 

研究の実施に当たり、国・地方の行政機関、産学官の研究機関、民間企業等それぞれの特

徴を活かした連携体制の構築や、研究のコーディネートを積極的に行いました。その一環と

して、延べ５８機関と２３件の共同研究を行う他、２６件の委託研究を行いました。共同研

究数及び研究委託数の推移は、図５－１及び図５－２の通りです。今後、研究資源をより有

効に活用するため、コーディネート機能を強化していくことが必要と考えます。 
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図５－１ 共同研究数の年度推移        図５－２ 研究委託数の年度推移

 

平成１７年度における他機関との連携についての代表的事例は、以下の通りです 

次世代道路サービス提供システムに関する官民共同研究 

スマートウェイ推進会議（豊田章一郎会長）の提言に基づき実施した、「次世代道路サ

ービス提供システムに関する官民共同研究（平成１７年度２月開始）」は、国総研が公募

主体となって、国総研と民間企業２３社の体制で実施しました。平成１８年２月には、国

総研内の施設を使用して「スマートウェイ公開実験－Demo2006－」を実施し、その結果も

踏まえ、平成１９年度のサービス開始にむけて研究成果の最終取りまとめを行いました。 

土木学会「国際交通ネットワーク戦略研究小委員会」との連携 

平成１７年度に、我が国およびアジア圏の経済活動を支える国際貨物・旅客の円滑な

流動の実現に向け、国際交通ネットワークに関する諸問題や今後の戦略等を検討する

「国際交通ネットワーク戦略研究小委員会（委員長：黒田勝彦神戸大学名誉教授）」が、

土木学会に設置されました。国総研においても、今後の東アジア地域における我が国の

国際物流に関わる方向性・施策等を検討するために、プロジェクト研究「東アジア経済

連携時代の国際物流ネットワークとインフラ整備政策に関する研究（H17～20）」をは

じめとして、国際物流や旅客に関する研究を重点的に実施していることから、平成１７

年度は、小委員会の立ち上げや具体の委員会活動などに積極的に関与し、土木学会と密

接に連携して国際交通ネットワークに関する研究を実施しました。 
 
 （７）研究成果の知的財産化 

研究成果等について、公共事業等における利活用を推進できる環境を確保するために、知

的財産化を行いました。その一環として、国内に５件、海外に１件の特許を出願しました。

また、新たに国内で１４件の特許が登録されたため、年度末累計で国内において２６６件の

特許を所有しています。海外においては、新たに５カ国で特許が登録され、海外での登録国

数は延べ５２カ国となっています。登録された特許の技術情報については、国総研ホームペ

ージ上で公開する他、国土交通省の技術研究開発成果検索システムによる検索が可能となっ

ています。 
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 （８）国際協力 

アジア地域土木研究所長等会議やＩＴＳ関連の国際会議等、国総研が主催・共催する国際

会議を９回開催するとともに、二国間協定によるプロジェクトを２９件、多国間での技術協

力を１３件実施しました。二国間及び多国間における国際研究協定等の年度推移は、図６－

１の通りです。また、ＩＳＯの国内審議委員会委員等として２３件の委嘱を受ける等、国際

標準化活動に参画しました。 

海外から、外国人招聘研究員として７人、外国人研修員として５１か国から１７５人を受

け入れました。外国人研修員の受入人数の年度推移は、図６－２の通りです。 

海外での国際会議への積極的な参画を含め、延べ１９７人の職員を公務などにより３７か

国に派遣する他、ＪＩＣＡ技術協力により延べ１５人が専門家として派遣されました。ＪＩ

ＣＡ技術協力による専門家派遣人数の年度推移は、図６－３の通りです。 

以上の様な活動を通じて、国の研究所としての役割を果たしたと考えています。 
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図６－１ 二国間及び多国間における国際研究協力等の年度推移
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図６－２ 外国人研修員受入人数の年度推移   図６－３ JICA技術協力による専門家派遣人数の年度推移

 

平成１７年度における国総研の主催・共催等による国際会議の代表的な事例を、以下に示

します。 

第１４回アジア地域土木研究所長等会議（日本：2005.10.17～28） 

アジア地域土木研究所長等会議は、アジア諸国の国土技術の研究開発に携わる幹部技

術者が、各国が抱えている課題に関する意見交換や技術者ネットワークづくりを行うこ

とを目的に、国総研が主催している会議です。今回は、「水害・土砂災害への危機管理

及び減災」をテーマに、日本の他、カンボジア、インド、韓国、ラオス、フィリピン、

タイ、ベトナムの計８ヵ国が参加して行われました。論文発表や意見交換により、各国

の状況や課題が明らかになり、参加国間で問題意識を共有することができました。 

 －11－



ＩＴＳ関連の国際会議の開催 

高度情報化研究センターが中心となり推進してきたＩＴＳに関する研究の成果が実り

つつあることを受け、多数の国際会議等が開催されました。日韓、日中の二国間会議、

日本－ＥＵ会合、日米ＩＴＳワークショップにおいて、研究状況や代表的成果（セカン

ドステージＩＴＳに関する研究開発の状況、ＶＩＣＳプローブの検討状況、スマートＩ

Ｃ及び首都高速参宮橋における前方障害物警告システムに関する社会実験）を発表する

とともに、各国からＩＴＳに関する研究状況や今後の展開に関する情報を得ました。 

北東アジア港湾局長会議ＷＧの開催 

北東アジア港湾局長会議は、日本、中国、韓国の三国間の港湾に関する意見交換と友

好関係の増進に資することを目的に三国の政府の港湾関係部局が共同で設置した会議で

す。この会議では、三国が共通のテーマを議論、検討するために二つのWGが設置されて

おり、そのうちの一つを国総研が主体的に運営しています。このWGでは、三国の港湾施

設の設計技術に関する研究者が、「港湾施設の信頼性設計法」をテーマとして、技術基

準類の国際標準化の動向を意識しつつ、各国での信頼性設計法に関する研究や実務の動

向について意見交換、議論を行いました。この会議の開催により、相互の技術交流が促

進されるとともに、今後の相互協力体制の強化が図られました。 
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２． 研究者の育成 

  ○研究者の育成に関する活動 

オン・ザ・ジョブによるトレーニングとして、研究者に年間の研究実施計画を立てさせて

フォローアップを行ったり、定期的に部内ミーティングにて発表させたりすること等により、

研究能力の向上に努めました。また、模擬的に研究計画を立案しプレゼンテーションを行う

バーチャルＯＪＴ研修を取り入れる等、所内研修メニューの充実や活用に努めました。２９

件の所内研修を実施し、延べ４９９人が参加しました。 

若手研究者の育成の成果発表の機会として、「国総研研究発表会」を年１回開催しており、

２０人の若手研究者が発表を行いました。また、学会等における発表の機会を与えるよう努

めました。 

新たに３人の研究者が、博士号を取得しました。平成１７年度末で、国総研全体の博士号

取得者数は５１人であり、これは全研究者の約２割にあたります。 

他分野の研究者等の有識者による所内講演会を２０回開催し、最新の知見に直に触れる場

を設けました。 

行政や事業実施の現場での感覚を養うため、積極的に現場に出向くことを奨励しました。 

国際化への対応として、海外への留学制度の活用により６人を留学させる他、室長クラス

には、国際会議において責任ある業務を行わせる等、国際的に貢献できる研究者の育成に努

めました。 

  ○多様な人材の確保 

交流研究員制度による交流研究員として４５人、任期付研究員として７人、新規採用とし

て７人を採用し、主に専門分野における研究を進める上で必要な研究者を確保しました。ま

た、政策支援のための研究活動を実施するために、行政や事業実施部局との人事交流として

５４人の出向を受け入れ、行政経験を有する人材を確保しました。 
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３． 研究評価 

 国総研の使命に基づく視点から、外部評価及び内部評価を実施し、研究活動の推進及び質

の向上、研究者の意欲向上に努めました。 

 （１）外部評価 

前年度の研究活動及びその成果と今後の方向、研究方針等については、国総研の研究分野

についての外部専門家その他の外部有識者による研究評価委員会を設置し、外部評価を実施

しています。平成１７年度は、平成１６年度の研究活動及びその成果と今後の方向について、

内部評価における自己点検結果をもとに評価いただき、評価結果をその後の研究活動に適切

に反映しました。また、平成１７年度末には、国総研をとりまく状況を踏まえて今後の研究

活動に関して意見交換を行うため、評価委員による懇談会を開催しました。 

所として重点的に推進するプロジェクト研究等については、外部専門家による分科会を設

置し、３つの研究分野（土木、建築、港湾空港）の担当部会において、事前、中間、事後の

各段階における外部評価を実施しています。平成１７年度は、事前評価対象１２課題、中間

評価対象１課題、事後評価対象５課題について、それぞれ評価をいただきました。評価結果

については、指摘事項も踏まえ、研究の計画や方法、研究成果の活用方針等に反映すること

とし、適切に対応しました。平成１７年度の外部評価結果は別紙４の通りです。 

 

 （２）内部評価 

外部評価を受ける事項について、所として自己点検を実施しました。また、平成１７年度

末においては、平成１８年度の各研究部・センターの研究基本方針及び各研究室・課の研究

実施方針の他、外部評価対象課題以外の全ての課題について、内部評価を行いました。 
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４． 研究成果の発信 

平成１６年度の広報活動に関する自己点検を踏まえ、広報媒体別に目的と対象を明らかに

した平成１７年度広報活動計画を策定し、本活動計画にもとづき、効果的な成果の発信に努

めました。今後は、研究成果と施策の結びつきを強めるため、地方整備局や地方公共団体等

の事業実施主体に対する情報発信・交換手段を充実していく必要があると考えます。 

平成１７年度における研究成果の発信についての活動実績は以下の通りです。 

  ○研究報告、資料 

研究成果の発信、普及を目的として、国土技術政策総合研究所研究報告※１（６編）、国土

技術政策総合研究所資料※２（５９編）、国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告※３

（２編）を発刊し、全文を電子化してホームページ上で公開しました。また、既刊について

も、全文電子化及びホームページ上での公開を進めました。 

※１ 国土技術政策総合研究所研究報告：国総研において実施した研究又は調査の成果をとりまとめたも
ので、学術上価値があるもの、政策としてすぐれたもの又は社
会的意義が高いもの 

※２ 国土技術政策総合研究所資料：国総研において実施した研究、調査、試験、観測、会議、講演等の
成果をとりまとめたもので、記録又は公表する価値があるもの 

※３ 国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告：プロジェクト研究の成果をとりまとめたもの 

 

  ○学会誌、専門誌等への投稿 

学協会等論文の他、技術者向けの技術資料・報文や一般向けの記事等について執筆・投稿

を行い、和文７１３本（うち査読付き１９１本）、英文等１０６本（うち査読付き５５本）

を所外発表しました。和文、英文等による所外発表数の年度推移は、図７－１、図７－２の

通りです。国内への発表における、学協会等論文、技術者向けの技術資料・報文、一般向け

の記事の内数及び割合は、以下及び図７－３の通りです。

 

 

・学協会等論文           ４５０件 

 

図７－３ 所外発表の属性別の割合

・技術者向けの技術資料・報文    ２２７件 

・一般向けの記事           ３６件 
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   図７－１ 所外発表数（和文）の年度推移     図７－２ 所外発表数（英文等）の年度推移
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  ○講演会等 

研究成果を発表し技術政策課題の解決に向けた提言を行うなど、国総研の研究活動を紹介

することを目的として、「国土技術政策総合研究所講演会」を開催しました。（平成１７年

１２月）。講演会では、「公共投資を考える視点」等６つの演題により一般講演を行い、幅

広く話題を提供しました。また、特別講演として、ソニーコンピューターサイエンス研究所

シニアリサーチャーの茂木健一郎氏により「脳科学の最前線－創造性とコミュニケーション

－」、ノンフィクション作家の山根一眞氏により「地球温暖化＝大災害時代の仕事」と題し

た特別講演を行っていただきました。講演会には、民間企業、地方公共団体、関係法人等か

ら約６３０名の参加をいただきました。 

住宅・社会資本整備に関する技術課題について、国土交通省、自治体、公団等が現場で抱

えている問題を率直に情報交換し、議論を重ねることにより、技術の向上と行政への反映を

図ることを目的として開催された「国土交通省技術研究会」において、国総研は、指定課題

１３課題中の７課題、自由課題の一般部門２課題とアカウンタビリティ部門１課題、ポスタ

ーセッション２課題について発表しました。 

国総研の研究活動を広く紹介し、一般の方々の疑問に専門的・技術的な視点から答えるこ

とを目的に、３９の出前講座を開講し、大学、地方公共団体等に対して１９件出講しました。 

一般及び青少年への情報発信・交流の一環として、「科学技術週間」、「海の旬間」、「土

木の日」、「秋期一般公開」、「つくばちびっ子博士」において施設の一般公開を行い、過

去最多のご来場をいただきました。この他、見学として、国内から１，４１１人、海外から

１１か国１１８人が、国総研を訪れました。 

地方公共団体や各種法人、団体等が開催するＴＸテクノロジー・ショーケース ツクバ・

イン・アキバ２００５、第１７回住宅月間中央イベント スーパーハウジングフェアｉｎつ

くば、港湾空港技術特別講演会ｉｎ新潟等のイベントに積極的に参加しました。 

 

  ○ホームページ 

ホームページを通じて、国総研を紹介するとともに、国総研における最新の研究情報や技

術情報、国土管理データベース、活動成果報告等を発信しました。平成１７年度のトップペ

ージへの年間アクセス数は、約３４万件でした。 

また、閲覧者の種類に応じて必要な情報にアクセスしやすい環境を整備するため、リニュ

ーアルに向けての検討を行い、一般向けと研究者・技術者向けに区分して再編しました。リ

ニューアルページは、平成１８年６月から公開しています。 

 

  ○アニュアルレポート 

国総研の研究動向と施策への反映事例を紹介した国総研アニュアルレポート２００６

（第５号）を発刊（平成１８年３月）し、関係機関や地方公共団体、大学、図書館、マス

コミなどに配布するとともに、ホームページで公開しました。本号では、最近の社会経済

情勢を踏まえ、特集として「今までにない自然災害に立ち向かう」と「公共調達が変わる」

を取り上げました。 
 

  ○その他の情報発信 

海外の研究機関や研究者等に向けての情報発信として、Annual Report of NILIM 2006（ア

ニュアルレポート英語版）及びNILIM News Letter（年４回）を発刊しました。また、これら

刊行物を含め、国総研の研究活動について、英語版国総研ホームページ上で公開しました。 

記者発表や取材等によるマスコミを通じた情報発信について、発信すべき情報、発信時期、

対応の方法と留意点等について整理し、積極的に対応していくよう努めました。 
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プロジェクト研究 研究期間 備考

（１）
国土形成史等を踏まえた今後の国土
マネジメント

ゴミゼロ型・資源循環型技術に関する研究 H13～17 H17終了

持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発 H16～18

住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究 H17～19 H17新規

（３） 住宅・社会資本のストックマネジメント

健全な水循環系・流砂系の構築に関する研究 H13～17 H17終了

歴史的文化的価値を有する近代期の建造物の再生と活用に関する研究 H17～19 H17新規

沿岸域における包括的環境計画・管理システムに関する研究 H17～21 H17新規

地域活動と協働する水循環健全化に関する研究 H18～20 H18新規

流域における物質循環の動態と水域環境への影響に関する研究 H18～19 H18新規

都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発 H13～17 H17終了

地球規模水循環変動に対応する水管理技術に関する研究 H15～17 H17終了

気候変動等に対応した河川・海岸管理に関する研究 H18～21 H18新規

地域被害推定と防災事業への活用に関する研究 H18～20 H18新規

低頻度メガリスク型の沿岸域災害に対する多様な効用を持つ対策の評価に関する
研究

H18～20 H18新規

かしこい建築・住まいの実現のための建築技術体系に関する研究 H15～17 H17終了

水域における化学物質リスクの総合管理に関する研究 H15～17 H17終了

土壌・地下水が水域に及ぼす影響に関する研究 H16～17 H17終了

ヒューマンエラー抑制の観点からみた安全な道路・沿道環境のあり方に関する研究 H17～19 H17新規

受益者の効用に着目した社会資本整備水準の評価に関する研究 H17～19 H17新規

高強度鋼等の革新的構造材料を用いた新構造建築物の性能評価手法の開発 H17～20 H17新規

建築空間におけるユーザー生活行動の安全確保のための評価・対策技術に関す
る研究

H18～20 H18新規

（７） 快適で潤いのある生活環境の形成 都市空間の熱環境評価・対策技術の開発 H16～18

（８） 住民参加型の地域マネジメント 社会資本整備における合意形成手法の高度化に関する研究 H16～17 H17終了

（９） 生活コストの安い暮らし 公共事業の総合コスト縮減効果評価・管理手法の開発 H16～18

（10）
豊かでゆとりのある住宅等の市場基
盤の整備

人口減少社会に対応した郊外住宅地等の再生・再編手法の開発 H17～19 H17新規

東アジアの航空ネットワークの将来展開に対応した空港整備手法に関する研究 H14～17 H17終了

マルチモーダル交通体系の構築に関する研究 H14～18

東アジア経済連携時代の国際物流ネットワークとインフラ整備政策に関する研究 H17～20 H17新規

国際交通基盤の統合的リスクマネジメントに関する研究 H18～21 H18新規

（12） 都市・地域の活力の再生 地域資源・交通拠点等のネットワーク化による国際観光振興方策に関する研究 H16～18

（13） 技術基準・契約方式等の高度化

（14） 政策及び事業評価手法の高度化

走行支援道路システム研究開発の総合的な推進 H13～17 H17終了

セカンドステージITSによるスマートなモビリティの形成に関する研究 H18～21 H18新規

（16） 国際貢献の推進

（17） 国際基準への戦略的対応

（11）

（15）

５．住宅・社会資本整備マネジメント手法の向上

６．高度情報化社会に対応した国土づくり

３．生活コストが安く、豊かでゆとりのある暮らしの実現

４．活力ある社会、個性ある地域の創造

（６）

７．国際社会への対応と貢献

人の交流の円滑化と物流の効率化

安心して暮らせる生活環境

安心・安全で活力ある社会の構築の
ためのＩＴの活用

７本の柱とプロジェクト研究

（２）

（４）

（５）

１．持続可能な社会を支える美しい国土の形成

２．安全で安心な国土づくり

地球環境への負荷の軽減

美しく良好な環境の保全と創造

災害に対して安全な国土

７本の柱、１７の技術政策課題

(別紙１）
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１７の技術政策課題に対する研究の実施状況について 
 
 
 国総研研究方針においては、取り組むべき政策課題として、１７の技術政策課題を中長

期的な観点から設定している。 
 平成１３年７月の研究方針の策定以降５年近くが過ぎ、また、国総研を取りまく様々な

状況が変化してきていることから、１７の技術政策課題（４２の検討項目）に対して、現

在どの程度研究が進んでいるのか、また、今後どのような研究を行うべきか整理し、自己

点検を行った。 
 自己点検の結果は、今後の研究活動や研究方針における技術政策課題の見直しに反映さ

せる。 
 
■ 研究の実施状況と今後の対応の主な類型 

【研究の実施状況】  【今後の対応】     【類型】 【検討項目数】 
    終了    Ａ     － 

順調、又は概ね順調  次の段階に向けて継続  Ｂ    ２８ 
    社会的なニーズ等の変化  Ｃ  ８ 

     を踏まえて一部変更 
 

    実施しない   Ｄ   ２ 
順調ではない、又は  残りについて継続  Ｅ    ４ 

やや順調ではない 社会的なニーズ等の変化  Ｆ    － 
     を踏まえて一部変更 

        （合計４２） 
■ 研究の実施状況と今後の対応の例 
【災害に対して安全な国土  類型 Ｃ】 
○「概ね順調」に研究が実施されて一定の研究成果が得られた。 

・ 災害の予測モデル、予測システム、都市施設、公共土木施設の防災性の評価手法、

橋梁・盛土の地震時被害評価手法、各種のハザードマップの作成手法、災害時の

情報収集・伝達システムの開発等、「概ね順調」に研究が実施されて、一定の成果

が得られた。 
 

○社会的なニーズの変化を踏まえ、「今後の研究の方向性を一部変更して進めるべき」。 

・ 近年の災害の強大化や、地域コミュニティの変質や高齢化などの今日的な社会環

境の変化を踏まえ、今後は、様々な自然災害の危険度の予測手法、各種施設の被

害等の評価手法、防災性向上方策及び災害時の情報収集・伝達システムの更なる

高度化、自助・公助による防災地域づくり、早期の復旧・復興を可能とする方策

などについての研究を行っていく必要がある。 

（別紙２）
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類型

検討項目 １ ２ ３ ４ １ ２ ３

(1)
国土形成史等を踏まえた
今後の国土マネジメント

国土のあり方全体を俯瞰した将来ビジョンの検討 ○ ○ Ｃ

ライフサイクル（建設、運用・管理、廃棄等）にわたる環境負荷の評価手法、循環型社会を実
現するためのシステム・技術等の開発 ○ ○ Ｂ

温暖化に対応した国土保全のあり方の検討 ○ ○ Ｅ

わが国沿岸域の保全や海域環境保全の観点からのわが国周辺の海域におけるモニタリング
のあり方検討 ○ ○ Ｂ

ストックの健全度診断技術の開発 ○ ○ Ｂ

ストックの維持管理費縮減・長寿命化、リニューアル技術の開発 ○ ○ Ｂ

ストックの有効活用を可能とするマネジメント手法の開発 ○ ○ Ｂ

広域的な下水高度処理、河川の浄化・物質循環の健全化、湾内物質循環の健全化等に係る
技術開発 ○ ○ Ｅ

多様な生物生息、健全な水・物質循環、市民が快適に憩える水辺空間や自然風景の形成等
を実現するための政策立案に必要な複合的な技術開発 ○ ○ Ｂ

都市施設、公共土木施設の防災性評価、防災性向上のための技術開発 ○ ○ Ｃ

緊急輸送システムの検討 ○ ○ Ｃ

災害予測の技術の高度化 ○ ○ Ｃ

災害情報及び災害即時予測情報をリアルタイムで収集・提供可能なシステム等の構築 ○ ○ Ｃ

道路安全監査等の交通安全対策の技術・制度開発、高齢者・身体障害者の交通安全対策技
術の開発 ○ ○ Ｂ

シックハウス対策技術・評価手法の開発 ○ ○ Ｂ

ＩＴ等の活用による建築物の安全性・快適性確保技術の開発 ○ ○ Ｅ

化学物質リスクの総合管理技術の開発 ○ ○ Ｂ

地震等に対する建築物の安心レベル評価技術の検討 ○ ○ Ｂ

環境・景観の整備・管理手法の開発 ○ ○ Ｂ

ヒートアイランド対策の検討 ○ ○ Ｂ

良質で安価な住宅の建設・供給システムの開発 ○ ○ Ｃ

市街地環境の規制・誘導制度等の法制度に関する検討 ○ ○ Ｂ

(8)
住民参加型の地域マネジ
メント

計画から管理に至る各プロセスにおける地域との合意形成手法の体系化に関する検討 ○ ○ Ｅ

(9) 生活コストの安い暮らし 社会的コストや時間的コスト等を含めた総合的なコスト縮減効果の評価・管理手法等の開発 ○ ○ Ｂ

住宅等の性能評価・検証方法の開発・高度化、電子情報を介したコミュニケーションツールを
含む性能・品質表示方法の開発 ○ ○ Ｂ

良好な住宅ストック形成のための制度・基準の整備、適正な流通市場を形成する仕組みの開
発 ○ ○ Ｂ
<利便性の高い交通ネットワークの充実>
国際交通流動予測モデルの構築、今後の需要予測を踏まえたコンテナターミナルを中心とす
る港湾機能の強化策、空港ネットワークや空港施設の配置、次世代大型航空機対策等の検
討

○ ○ Ｂ

<マルチモーダル交通体系の構築>
公共交通の利便性向上策、港湾・空港等における積み替えの効率化、既存ストックの活用方
策、商慣行の改善による物流効率化策及びこれら推進方策の評価手法等の検討

○ ○ Ｂ

中心市街地や密集市街地の再生手法に関する検討、高齢社会に対応した住宅政策の検討 ○ ○ Ｃ

多様な交通モードの連携による都市内総合交通政策に関する検討 ○ ○ Ｂ

地方中核拠点都市の自立のための国際交流基盤の整備策に関する検討、地域固有の価値
のある観光資源の発掘・活用手法の構築などに関する方策の検討 ○ ○ Ｂ

信頼性設計をベースとした性能規定型技術基準の整備に関する検討 ○ ○ Ｂ

ＰＦＩにおけるリスクマネジメント技術の開発 ○ ○ Ｄ

新たな入札・契約・積算方式の適切な運用の拡大の検討 ○ ○ Ｂ

(14)
政策及び事業評価手法
の高度化

事業間の整合性、環境への影響等の外部不経済の評価法、経済波及効果の明確化、事業の
計画から完成までの時間管理概念を考慮した評価システムの構築 ○ ○ Ｂ

迅速な情報収集、情報の共有及び的確な情報提供のためのシステム構築 ○ ○ Ｂ

情報通信技術を活用した交通システムの高度化、情報化、都市におけるセキュリティの強化 ○ ○ Ｂ

ＩＴを活用したコミュニケーション住宅の開発 ○ ○ Ｄ

水管理に係る国際貢献 ○ ○ Ｂ

環境保全・創造技術に係る国際貢献 ○ ○ Ｂ

地震防災分野における国際貢献 ○ ○ Ｂ

(17)
国際基準への戦略的対
応

建築基準、空港・港湾施設基準等の国際的に調和した改正案の作成・提案 ○ ○ Ｃ

今後の対応

豊かでゆとりのある住宅
等の市場基盤整備

国際貢献の推進

快適で潤いのある生活環
境の形成

人の交流の円滑化と物流
の効率化

技術基準・契約方式等の
高度化

安心・安全で活力ある社
会の構築のためのＩＴの活
用

都市・地域の活力の再生

安心して暮らせる生活環
境

住宅・社会資本のストック
マネジメント

美しく良好な環境の保全
と創造

災害に対して安全な国土

研究の実施状況

「技術政策課題に対する研究の実施状況と今後の対応」一覧表

技術政策課題

(2)
地球環境への負荷の軽
減

(3)

(4)

(5)

(6)

(13)

(15)

(16)

(7)

(10)

(11)

(12)

１→順調である
２→概ね順調である
３→やや順調でない
４→順調でない

１→実施しない
２→継続
３→一部変更して
　　継続
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施策への反映一覧表（平成１７年度）
国総研
の貢献
の仕方

①法律 ②政令・省令・告示等 ④新規施策 ⑤その他

①港湾におけるロジスティクスハブの形成
のための支援策の展開

②物流総合効率化法における「港湾国際流
通拠点地区」のあり方の検討ならびに港湾
における部ロジスティクスハブ形成のため
の支援策の検討（物流総合効率化法の制定
時（2005年7月制定））

③本省港湾局開発課民間活力推進室、中京
大学

①建築基準法及び住宅品質確保促進法に基づく技術基準見直し
原案の作成（その４）

②住宅性能表示制度における地盤改良に関する表示等の規定の
整備（平成17年9月14日 国土交通省告示993号（改正））
　建築基準法令における高強度プレストレストコンクリート杭
の基準強度及び許容応力度に関する規定の整備。（平成17年7
月21日 国土交通省告示第690号（改正））
　建築基準法令におけるプレキャスト鉄筋コンクリート製ポー
ルのコンクリートかぶり厚さに関する規定の整備。（平成17年
6月1日 国土交通省告示第567号（改正））

③本省住宅局建築指導課、住宅生産課、（独）建築研究所、企
業等、（社）日本鉄鋼連盟、（社）コンクリートポール・パイ
ル協会

①下水処理水の再利用水質基準等マニュアルの策定

②下水処理水の再利用水質基準等マニュアル(平成17年4月策
定)

③本省下水道部、地方公共団体、下水道新技術推進機構

①「緩傾斜堤の設計の手引き」の改訂

②「緩傾斜堤の設計の手引き」の海岸保全施設整備（堤防）
に関する部分の改定（平成17年12月（発行は平成18年1月)）

③本省河川局海岸室

①海洋短波レーダによる沿岸域モニタリングの展開

②海洋環境モニタリングの推進 （関東地整、近畿地整、九
州地整）。整備局へ順次、実機配備および運用開始（平成17
年度 ）。

③本省港湾局、各地方整備局

①事故対策データベースの構築

②科学的な分析に基づく成果指向の道路交通事故対策の推進
に活用（平成17年度よりデータ入力開始。平成18年４月より
オンラインによる運用開始予定。）

③本省道路局交通安全対策室

４．⑪ ２．⑤
技術政策の企画・立案、技術基準策定等に必要な基礎的技術情
報の収集と技術的課題の分析

２．⑥
下水処理水再利用システムの技術基準に関する調査（H12-
16）
下水処理水の安全性に関わる技術基準に関する調査
（H1416）
下水放流水による水辺利用地域の衛生学的指標に関する研究
（H14-16）

５．⑬
海岸保全施設の平面形状、構造の改良・開発に関する研究

１．④
プロジェクト研究「快適に憩える美しい東京湾をとりもどす
プロジェクト」（H13-16)

２．⑥
プロジェクト研究「道路空間の安全性・快適性の向上に関す
る研究」（H13-16）

（港湾）港湾システム研究室　安部智久 （建築）基準認証システム研究室長　五條渉
（建築）基準認証システム研究室　楠田勝彦（～平成17年7
月）
　　　　　　　　　　　　　　　　井上波彦（平成17年7月
～）

（下水）下水処理研究室長　南山瑞彦
（下水）下水処理研究室    田隝淳

（河川）海岸研究室長　福濱方哉
（河川）海岸研究室  　上野山智也

（沿海）沿岸海洋研究部長　細川恭史
（沿海）海洋環境研究室長  古川恵太
（沿海）海洋環境研究室 　 日向博文

（道路）道路空間高度化研究室長　岡邦彦
（道路）道路空間高度化研究室    瀬戸下伸介、近藤久二

①下水道法施行令の改正

②下水道法施行令第５条の４（平成１７年１０月改正） 関連
省令・告示は平成１８年４月の施行予定

③本省下水道部、土木研究所、下水道新技術推進機構
※耐震性においては他機関と共同で技術的検討を行った。

①新たな物流施策大綱への反映

②総合物流施策大綱(2005-2009)（平成17年 策定）におい
て、今後推進すべき具体的な物流施策として貨物車マネジメ
ント（路上荷捌き駐車施設の整備等）や貨物車交通への負荷
が大きい商慣行（店着価格制）の改善等が盛り込まれた。

③本省政策統括官付　政策調整官

①「まちづくりと一体となったＬＲＴ導入計画ガイダンス」
の策定及び公表

②「まちづくりと一体となったＬＲＴ導入計画ガイダンス」
の公表及び地方公共団体への配布（平成17年10月）

③本省都市・地域整備局

①空港基本施設舗装工事におけるユニットプライス型積算方
式の試行

②空港基本施設舗装工事におけるユニットプライス型積算方
式の試行に関する本省航空局の通達（平成17年10月）

③本省航空局

①「住宅の現場における風量測定マニュアル(案)」の作成

②（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターのWebにて
公開( http://www.skkm.org/houkoku/、H17年より）
 また直接的ではないが、平成18年4月施行の省エネ基準（住
宅）において風量測定に関する努力目標が記述されている

③本省住宅局、（財）住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ター、建築研究所

２．⑤、⑥
下水処理水再利用システムの技術基準に関する調査（下水道事
業調査費、H12～16）
十勝沖、中越地震他の現地調査及び実験調査

４．⑪
輸送機関別の地域間貨物流動に関する研究(H16-22)

４．⑪
プロジェクト研究「マルチモーダル交通体系の構築に関する
研究」（H14～18）

５．⑬ １．②、３．⑦

再生水利用
   （下水）下水処理研究室長　南山瑞彦
   （下水）下水処理研究室　　田隝　淳
 耐震対策
   （下水）下水道研究室長　　藤生和也
   （下水）下水処理研究室　　行方　馨

（港湾）港湾計画研究室長　高橋宏直 （都市）都市施設研究室長　阪井清志 （港湾）空港施工システム室長　北村広治
（港湾）空港施工システム室　松岡龍二、外崎正

（建築）建築新技術研究官　澤地孝男
（住宅）住環境計画研究室　田島昌樹

《凡例》

①施策への反映件名

②反映先の施策の名称と反映事項

③他部局等との連携状況

①港湾の道路計画基準に関する体系化

②「港湾の施設の技術上の基準」（平成18年改定予定）に反映

③本省港湾局環境・技術課

①「マンション建替え実務マニュアル（案）」の作成

②「マンション建替え実務マニュアル（案）」が本省住宅局
より公表（平成17年11月）

③本省住宅局市街地建築課、法務省民事局

①ユニットプライス型積算方式の試行拡大

②ユニットプライス型積算方式の基準類の策定
道路改良工事、築堤・護岸工事について
  　平成１８年２月（予定）基準策定
  　平成１８年２月（予定）試行開始

③本省大臣官房技術調査課、総合政策局建設施工企画課、各
地方整備局

①国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005の策定

②国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005

③本省大臣官房技術調査課

①社会資本整備重点計画における港湾物流に関わるコスト低
減実績の推計

②社会資本整備重点計画における指標のチェックアップに反
映。平成１６年度　政策評価レポート（国土交通省），平成
１７年８月公表

③本省港湾局

・研究方針における７つの柱（数字）、１７の技
術政策課題（丸数字）との関係
・基になったプロジェクト研究、基礎・基盤研究
（主なもの）

５．⑬
臨港交通施設の基準化に関する研究(H16)

３．⑦
プロジェクト研究「マンション問題に対する総合的技術政策
の研究」（H13）

５．⑬ ６．⑮
ITを活用した業務改善、建設コスト縮減の検討（H16～）
ロボット等によるIT施工システムの開発（H15～H17）

４．⑪
港湾貨物輸送ならびに港湾利用動向に　関する研究（H15-
17）

・主な担当者（当時） （港湾）　港湾計画研究室長　高橋宏直 （住宅）住宅計画研究室　長谷川　洋 （総政）建設システム課長　尾関信行
（総政）建設システム課　　村椿良範、梶田洋規、杉森伸
子、原田邦裕、吉沢毅

（高度）情報基盤研究室長　上坂克巳
（高度）情報基盤研究室　　青山憲明

－

①「空港舗装保全マニュアル（案）」の策定

②空港舗装保全マニュアル（案）の試行に関する本省航空局
の通達（平成17年度末予定）

③本省航空局

①公共工事における総合評価方式活用ガイドラインの策定

②公共工事における総合評価方式活用ガイドラインの策定
（平成17年9月）

③本省大臣官房技術調査課、地方課、東京大学、東洋大学、
高知工科大学、足利工業大学、全国建設業協会、東京都、川
越市

①電子納品・保管管理システムの無償公開

②電子納品・保管管理システムの無償公開
　「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」
（平成13年6月策定）に基づく地方公共団体等へのCALS/EC導
入支援の一環として、電子納品の実施にあわせて導入を進め
てきた「電子納品・保管管理システム」の無償公開を実施
（平成17年10月）

③本省大臣官房技術調査課

①「港湾・空港等整備工事におけるグリーン調達手引き」の
作成

②グリーン購入法に基づき、地方整備局港湾空港部が特定調
達品目の調達を行う際に活用。（平成17年3月策定、平成18
年3月更新）

③本省港湾局

１．③
空港舗装予防保全システムの開発(H13～）

５．⑬
総合評価落札方式の円滑な実施に関する検討(H17)
今後の入札・契約方式のあり方に関する検討（H17)
CM等競争的で透明性の高い調達システム（H17)

６．⑮
ITを活用した業務改善、建設コスト縮減の検討（H16～）

５．⑬
港湾空港分野の環境負荷低減に関する調査

（空港）空港施工システム室長　北村広治
（空港）空港施工システム室　松岡龍二、辻本泰成

（総政）建設マネジメント研究室　堤達也 （高度）情報基盤研究室長　上坂　克巳
（高度）情報基盤研究室　　青山　憲明

（港湾）港湾施工システム課長  畑田武見(策定当時)
        　　　　〃            東海林恭一(更新時)
（港湾）港湾施工システム課  　内藤了二 (策定当時・更新
時)

③左記以外のガイドライン・指針・基準等（案含む）
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《研究部・センター名の凡例》

（環境）：環境研究部
（下水）：下水道研究部
（河川）：河川研究部
（道路）：道路研究部
（建築）：建築研究部
（住宅）：住宅研究部
（都市）：都市研究部
（沿海）：沿岸海洋研究部
（港湾）：港湾研究部
（空港）：空港研究部
（総政）：総合技術政策研究センター
（高度）：高度情報化研究センター
（危機）：危機管理技術研究センター
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施策への反映一覧表（平成１７年度）
国総研
の貢献
の仕方

①法律 ②政令・省令・告示等 ④新規施策 ⑤その他③左記以外のガイドライン・指針・基準等（案含む）

①「下水道土木工事数量算出要領（案）」の策定

②「下水道土木工事数量算出要領（案）」の策定（平成18年
3月（予定））

③本省下水道部

①「里山保全活用ガイドライン（案）」の策定

②「里山保全活用ガイドライン（案）」を策定（平成17年12
月公表）し、地方自治体の緑地保全施策に反映

③－

①災害情報共有システムの構築

②中部地方整備局における災害情報共有システムの構築に反
映

③中部地方整備局、国土地理院

①「港湾空港等工事における総合評価落札方式適用のための
手引き」の作成

②地方整備局港湾空港部が実施する工事において、総合評価
落札方式を適用する場合に活用（平成17年3月策定、平成18
年3月更新）

③本省港湾局

５．⑬ １．④
生物生息環境保全のための里山保全制度に関する研究（H14
～16）

２．⑥
リアルタイム災害情報システムの開発

５．⑬
港湾空港分野における総合評価落札方式の適用に関する検討

（総政）建設システム課長　尾関信行
（総政）建設システム課　  杉森伸子

（環境）緑化生態研究室長　松江正彦 （危機）地震防災研究室長　日下部毅明
（危機）地震防災研究室　　真田晃宏
（高度）情報基盤研究室長　上坂克巳
（高度）情報基盤研究室　　大手方如

（港湾）港湾施工システム課長  畑田武見(策定当時)
       　　　 　〃          　東海林恭一(更新時)
（港湾）港湾施工システム課　　辻村幸弘(策定当時)
         　　　 〃            西森忍(更新時)

①道路施設におけるアスベスト対策の検討

②道路施設におけるアスベスト対策についての報告書を本省
道路局地方道・環境課 道路環境調査室より公表（平成18年
１月）

③本省道路局道路環境調査室、土木研究所舗装チーム

①地震計を活用した道路点検の迅速化

②関東地方整備局における地震計を活用した道路点検の方法
の構築に反映（平成17年11月）

③本省道路局、関東地方整備局、土木研究所

２．⑥ ２．⑤
発災前対策領域の研究
災害時対応領域の研究

（河川）ダム研究室　　　　島本和仁
（環境）道路環境研究室長　並河良治
（環境）道路環境研究　　　木村哲郎
（道路）道路研究室長　　　塚田幸広

（危機）地震防災研究室長　日下部毅明
（危機）地震防災研究室　　松本俊輔

①即時震害予測システム（SATURN）データベース整備

②関東地方整備局における即時震害予測システムの改良およ
び地震災害時の災害対応に反映

③関東地方整備局道路管理課

２．⑤
（道路）発災前対策領域の研究
（道路）災害時対応領域の研究

（危機）地震防災研究室長　日下部毅明
（危機）地震防災研究室　　長屋和宏

①「自立循環型住宅への設計ガイドライン」作成

②平成18年4月施行の省エネルギー基準策定に内容の一部が反
映。また、ガイドラインとして民間への技術普及が行われてい
る。

③ 多くの民間企業と大学、他の研究機関など ※１

①「道路のデザイン」（道路デザイン指針（案）の解説）の
作成

②「道路デザイン指針（案）」（平成17年4月通知）の解説
図書として活用（平成17年7月出版）。

③本省道路局

①鋼道路橋塗装・防食便覧の発刊－新しい塗装・防食技術の
活用のために－

②鋼道路橋塗装・防食便覧（日本道路協会）原案（平成17年
12月発刊）

③本省道路局国道・防災課、土木研究所、(社)日本鋼構造協
会、  (社)日本橋梁建設協会

①「地球温暖化防止のための道路政策会議」において、二酸
化炭素の排出係数を活用

②「地球温暖化防止のための道路政策会議」報告の計算過程
に反映（平成17年12月発表）

③本省道路局

１．②、③、３．⑦、⑨、⑩
プロジェクト研究「地球温暖化に対応するための技術に関する
研究」（H13-16)

２.⑥
プロジェクト研究「道路空間の安全性・快適性の向上に関す
る研究」（H13-16）

１．③
プロジェクト研究「住宅・社会資本の管理運営技術の開発」
（Ｈ13-16）

３．⑦
高速域における排出係数に関する調査　他

（都市）　都市防災研究室長　豊原寛明
（建築）　建築新技術研究官　澤地孝男
（建築）　環境・設備基準研究室長　桑沢保夫
（建築）　環境・設備基準研究室　倉山千春
（住宅）　住環境計画研究室　三木保弘、田島昌樹
＜ガイドラインの監修委員＞
 副所長　村岸明
（建築） 建築研究部長　平野吉信
（住宅） 住宅研究部長　西山功

（道路）道路研究部長　　　　　　大西博文
（道路）道路空間高度化研究室長　森望
（道路）道路空間高度化研究室　　高宮進
（環境）緑化生態研究室長　　　　松江正彦
（環境）緑化生態研究室　　　　　小栗ひとみ

（道路）道路構造物管理研究室長　玉越隆史
（道路）道路構造物管理研究室　　渡辺陽太

（環境）道路環境研究室長　大西博文（～平成13年3月）
　　　　　　〃　　　　　　並河良治（平成13年4月～）
（環境）道路環境研究室　　高井嘉親、小川智宏、大城温、
松下雅行
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施策への反映一覧表（平成１７年度）
国総研
の貢献
の仕方

①法律 ②政令・省令・告示等 ④新規施策 ⑤その他③左記以外のガイドライン・指針・基準等（案含む）

①市街地防災性能評価のためのシミュレーションプログラム
の公開

②地震危険度マップ作成マニュアル（案）の検討（本省都
市・地域整備局）（平成17年11月～）

③本省都市・地域整備局、建築研究所

①[ビーチ計画・設計マニュアル改訂版」の発行（平成17年9
月）

②[ビーチ計画・設計マニュアル改訂版」のビーチの目的に
「利用」、「環境」の考え方を導入するにあたり成果反映

③本省港湾局 海岸・防災課、東京大学、日本大学、港湾空
港技術研究所、（社）日本マリーナ・ビーチ協会、（社）日
本埋立浚渫協会

①施設の顧客満足度を把握するための調査実施マニュアル等
の整備

②官庁施設の顧客満足度調査実施マニュアルに反映。一般庁
舎を対象にマニュアル案を平成17年3月に策定し、いくつか
の施設で試行調査実施。平成18年3月特殊施設における顧客
満足度調査手法を含めて改定。

③本省官庁営繕部、建築研究所

２.⑤
「まちづくりにおける防災評価・対策技術の開発」（総合技
術開発プロジェクト　H10-14）

１．④、２．⑤、⑥

（建築）防火基準研究室長 萩原一郎
（都市）都市施設研究室長 長瀬龍彦、江橋英治、阪井清志
　　　　都市施設研究室　 高柳百合子
　　　　都市防災研究室長 豊原寛明
　　　　都市防災研究室　 岡田潤、竹谷修一、鍵屋浩司
　　　　都市計画研究室　 岩見達也、石井儀光

（沿海）沿岸防災研究室長 小田勝也
（沿海）海洋環境研究室長 古川恵太
（空港）空港ターミナル研究室長 上島顕司

H17当初：
（住宅）住宅ストック高度化研究室  松尾徹
現　　在：
（住宅）住宅ストック高度化研究室  城谷泰朗
（建築）構造基準研究室 　　　 　　小野久美子

①「港湾空港等工事における品質確保促進ガイドライン」の
作成

②地方整備局港湾空港部が、品確法に基づき港湾空港等工事
における品質確保を図っていく際に活用（平成17年10月策
定）

③本省港湾局

①施設の利用者ニーズを把握するための調査マニュアル・手
法の整備

②官庁施設の施設利用者ニーズ調査マニュアルに反映。
一般庁舎を対象にマニュアル案を平成17年3月に策定し、い
くつかの施設で試行調査実施
平成18年3月特殊施設におけるニーズ調査手法を含めて改定

③本省官庁営繕部、建築研究所

２．⑤、５．⑬
港湾空港分野における総合評価落札方式の適用に関する検討

5、⑭
公共施設におけるＣＳマネジメントのシステム構築に関する
研究（基礎研究、H17-18）

（港湾）港湾施工システム課長  東海林恭一
（港湾）港湾施工システム課　  西森忍

H17当初：
　（住宅）住宅ストック高度化研究室  松尾徹
現　　在：
　（住宅）住宅ストック高度化研究室　城谷泰朗
　（建築）構造基準研究室　　　　　　小野久美子

①構想段階における市民参画型道路計画プロセスのガイドラ
インの改定

②構想段階における市民参加型道路計画プロセスのガイドラ
インの改定（平成17年9月）

③本省道路局

①「港湾行政のグリーン化」の発行

②港湾局の政策パンフレット「港湾行政のグリーン化」の作
成（平成17年5月発行）

③本省港湾局

１．④
プロジェクト研究「快適に憩える美しい東京湾をとりもどす
プロジェクト」（H13-16)

（道路）道路研究部長　大西博文
（道路）道路研究室長　塚田幸広
（道路）道路研究室　　松田和香

（沿海）沿岸海洋研究部長　細川恭史
（沿海）海洋環境研究室長 古川恵太
（沿海）海洋環境研究室 　日向博文、中山恵介、岡田知也

※１

　大学：芝浦工業大学、武蔵工業大学、東京大学、神戸芸術工科大学、首都大学東京、東京理科大学、神奈川大学、関東学院大学、宮城学院女子大学、大阪市立大学、岩手県立大学

　他の研究機関：　建築研究所、北海道立北方建築総合研究所

　事務局：建築環境・省エネルギー機構

　民間企業：ハウスメーカー、ゼネコン、メーカー（換気、断熱、照明、電機）他
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1 ★★★★★　★ 1 ★★
2 ★ 2 ★★★★★　★

研究期間 平成１３年度～平成１６年度 3 ★ 3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 環境研究部長　福田 晴耕 4 4

1 ★★★ 1 ★
2 ★★★★★ 2 ★★★★★　★★

研究期間 平成１３年度～平成１６年度 3 3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 道路研究部道路研究官　時政　宏 4 4

1 ★★★★★　★ 1 ★★★★★
2 ★★ 2 ★★★

研究期間 平成１４年度～平成１６年度 3 3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 都市研究部長　坂　真哉 4 4

1 ★★ 1 ★
2 ★★★★★　★ 2 ★★★★★　★★

研究期間 平成１３年度～平成１６年度 3 ★ 3 ★
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 沿岸海洋研究部長　小松　明 4 4

1 ★★★★ 1 ★
2 ★★★ 2 ★★★★★　★★

研究期間 平成１３年度～平成１６年度 3 ★ 3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 高度情報化研究センター情報研究官　川口　真司 4 4

1 ★★★★★　★ 1 ★★ 1 ★★★
2 ★★ 2 ★★★★★　★ 2 ★★★★★

研究期間 平成１４年度～平成１８年度 3 ★ 3 3
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 道路研究部長　大西 博文 4 4 4

研究期間 平成１８年度～平成１９年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 環境研究部長　福田　晴耕

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 環境研究部長　福田　晴耕

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 下水道研究部　下水道研究室長　藤井　和也

研究期間 平成１８年度～平成２１年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 河川研究部長　猪俣　純

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 都市研究部都市施設研究室長　阪井　清志

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 建築研究部長　平野　吉信

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 建築研究部長　平野　吉信

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 沿岸海洋研究部沿岸防災研究室長　小田　勝也

研究期間 平成１８年度～平成２１年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 空港研究部空港新技術研究官　八谷　好高

研究期間 平成１８年度～平成２１年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 空港研究部長　大根田　秀明

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 高度情報化研究センター長　山田　晴利

研究期間 平成１８年度～平成２０年度

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 危機管理技術研究センター長　綱木　亮介

快適に憩える美しい東京湾の形成に関する研究

事前評価対象課題
実施の妥当性

中間評価対象課題

ITを活用した国土管理技術

市街地の再生技術に関する研究

流域における物質循環の動態と水域環境の影響に関する研究
○

道路空間の安全性・快適性の向上に関する研究

マルチモーダル交通体系の構築に関する研究

研究継続の必要性研究の進捗状況研究の目標、研究計
画、実施方法、体制等
の妥当性

研究の目標、研究計
画、実施方法、体制等
の妥当性

研究の成果及び目標達
成度

地球温暖化に対応するための技術に関する研究

事後評価対象課題

地域活動と協働する水循環健全化に関する研究
○

下水道管渠の適正な管理手法に関する研究
○

気候変動等に対応した河川・海岸管理に関する研究
○

LRTの地方鉄道乗入れに関する研究
△

○

建築基準の性能規定化の一層の推進のための建築材料等の性能表
示・認証システムに関する研究 ○

建築空間におけるユーザー生活行動の安全確保のための評価・対策
技術に関する研究 ○

平成１７年度評価対象個別研究課題の評価結果一覧

地域被害推定と防災事業への活用に関する研究
○

温室効果ガス削減を目指した空港環境マネジメントに関する研究
○

災害時要援護者向緊急情報発信マルチプラットフォームの開発
○

低頻度メガリスク型の沿岸域災害に対する多様な効用を持つ対策の
評価 に関する研究 ○

国際交通基盤の統合的リスクマネジメントに関する研究

　　　　　　　　－評価指標－

【事後評価】
研究の目標、研究計画、実施方法、体勢
等の妥当性
　１：適切であった
　２：概ね適切であった
　３：やや適切でなかった
　４：適切でなかった
研究の成果及び目標達成度
　１：目標を十分達成できた
　２：概ね目標を達成できた
　３：あまり目標を達成できなかった
　４：目標を達成できなかった
-----------------------------------
【中間評価】
研究の目標、研究計画、実施方法、体制
等の妥当性
　１：適切であった
　２：概ね適切であった
　３：やや適切でなかった
　４：適切でなかった
研究の推進状況
　１：順調である
　２：概ね順調である
　３：やや順調でない
　４：順調でない
研究継続の必要性、妥当性
　１：計画通り継続
　２：計画を修正の上継続
　３：計画を大幅に修正の上継続
　４：中止
-----------------------------------
【事前評価】
実施の妥当性
　○：重点的に実施すべき
　△：一部検討を要するが実施すべき
　×：実施すべきでない

※事前評価では指標を用いないが、実施
の妥当性について、総合評価結果の内容
をよく表す評価指標を、事務局で設定し
た。

（別紙４）
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国土技術政策総合研究所 研究方針(案) 

 

～美しく安全で活力ある国土をめざして～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年７月  
国  土  交  通  省 

国土技術政策総合研究所 

 

 
 ※評価委員会当日時点のものであり、内容等は未確定。 

資料４
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研究方針の位置づけ  

 

 国土技術政策総合研究所（国総研）は、国土の利用、開発及び保全のための

住宅・社会資本に関連する技術で、国土交通省の所掌事務に関わる政策の企画

立案に関するものの総合的な調査、試験、研究及び開発を行うことを目的とし

て平成１３年４月に設立された。 

 

この「研究方針」は、国総研の一人一人の職員が国総研の使命や研究活動の

方向・視点などについて共通の認識を持つためのものであり、中長期的な研究

目標や解決すべき技術政策課題を明らかにするとともに、目標を達成するため

の研究の進め方を示すものである。 

 

本方針は、今後の社会情勢の変化や研究のニーズや進捗状況に柔軟に対応し

て内容の検討を加え、より進化させたものへと更新していくことを基本姿勢と

する。 
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１ 国土技術政策総合研究所の使命 

 

  国総研の使命は、「住宅・社会資本のエンドユーザーである国民一人一人の

満足度を  高めるため、技術政策の企画立案に役立つ研究を実施する」ことにあ

る 

 

 具体的には、 

 

    「安心して安全に暮らせる国土」、 

 

「豊かさとゆとりを感じられる生活」、 

 

「活力ある地域社会」、 

  

「美しく良好な環境の保全と創造」 

 

を実現するための道筋を提案するために必要な技術政策課題に関する研究を実

施する。 

 

 このような研究を通して、国土・社会システムを創造するために必要となる

政策の技術的な裏付けやシナリオを、国民に対して責任を持って示す。 

 

 そして、その成果は、国民に対する行政施策、社会資本整備の最前線への展

開という形で国民へのサービス向上に生かされる。 

 

 上記の使命を果たすため、「政策支援」として、政策の企画・立案に資す

る研究を行う。また、政策の実施のために、法令等に基づく「技術基準策定」

に関する研究や事業の執行・管理に必要となる「技術支援」を行う。 
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２ 研究活動の方向と視点 

 

２.１ 時代の潮流の反映 

 

 研究の方向や目標を定めるには、経済状況、環境問題、人口動態等社会の多

様な変化に常に敏感でなければならない。価値観の多様化、評価軸の変化など

時代の潮流を的確に反映し、以下の観点を踏まえ技術政策研究を実施する。  

 

 ・何を作るかから、どう生かすかへ 

・要素技術から、総合（システム）技術へ 

 ・分野別技術から、横断的技術へ 

・単一の評価軸から、総合的な評価軸へ 

 

特に、さまざまな要素技術を組み合わせ、統合し、実際に適用するなかで、

高度化していくことにより、社会的な重要課題を解決し、国民の暮らしへ還元

する「社会的技術」がより重要となる。  

 

２.２ 国民の視点 

 

 国の研究機関として大局的な国土政策の中での住宅・社会資本の整備、運用

の視点とともに、国民一人一人の日常生活の立場に立った視点を持って、国土

交通省の行政部門と一体となり、研究を実施する。 

 そのため、地方整備局や地方公共団体等の事業実施の最前線との連携が大切

であり、コミュニケーションを通じて国民のニーズを幅広く把握することによ

って、潜在的な研究ニーズを的確に捉え、研究方針・内容へ反映していくこと

に努める。  

 

２.３ 学際的な研究領域 

 

 技術政策課題への取り組みには、理学・工学に加えて人文・社会科学分野を

含んだ総合的な側面からのアプローチが必要となることが多く、そのためには

広い研究領域に対する関心を持ち、異分野の研究者との交流や学際分野の研究

にも積極的に取り組んでいく。 
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２.４ 研究活動のマネジメント 

 

他では成しえない、国の組織力を駆使して収集される情報に基づく研究課題

を、所あるいは各部署の「コア」として位置付け、研究活動を継続する。 

 

既成の組織の枠にとらわれずに技術政策上の課題を包括的に提示し、優先的

に取り組むべき課題の抽出過程や政策目標の実現につなげていく工程、行政や

他の研究機関との連携などを示した「大枠」を設定する。その上で、自ら取り

組む研究課題を選定するとともに、コーディネーターとしての役割を担う。 

 

研究活動においては、効果（研究成果が活用され、政策に結びつくことで発

現する効果）を計測する指標をあらかじめ設定し、「Check」を重視したマネジ

メントを行う。 
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３ 重点的に取り組む研究課題 

 

３．１ ４本の柱と総合的な手法 

 

重点的な研究課題は、国土交通省が重点的に取り組む研究開発分野である「安

全・安心」、「暮らし」、「活力」、「環境」に対応した「４本の柱」と、政

策の実施を支えるための研究としての「総合的な手法」として分類する。さら

に、柱ごとに重点的に取り組む中長期的な技術政策課題を設定し、それぞれの

目指す社会像と研究の方向性を示す。 

 

４本の柱 

 

○安全・安心な社会の実現 

（１）自然災害に対して安全・安心な国土及び地域社会の構築 

（２）安全・安心に暮らせる日常の実現 

○誰もが生き生きと暮らせる社会の実現 

（３）住環境・都市環境の改善と都市構造の再構築 

（４）ユニバーサル社会の創造 

○国際競争力を支える活力ある社会の実現 

（５）人・物のモビリティの向上 

（６）住宅・社会資本ストックの有効活用 

○環境と調和した社会の実現 

（７）地球環境への負荷の軽減 

（８）美しく良好な環境の保全と創造 

 

総合的な手法 

 

○国づくりを支える総合的な手法の確立 

 （９）総合的な国土マネジメント手法 

（10）政策及び事業評価の高度化 

（11）技術基準の高度化 

（12）公共調達制度の適正化 

（13）情報技術の活用 
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３．２ 安全・安心な社会の実現 

 

様々な危険事象によって毎年のように多くの人的・物的被害を受け続けてお

り、安全確保は喫緊の課題となっている。新たな危険事象の出現や強大化、地

域コミュニティの変質や高齢化などの今日的な社会環境の変化を踏まえ、より

一層の安全・安心な社会を目指す。 

 

（１）自然災害に対して安全・安心な国土及び地域社会の構築 

我が国では、地震、津波、集中豪雨による水害・土砂災害、高潮、火山

噴火、豪雪等の災害による人的・物的被害を受け続けており、安全・安心

な国土及び地域社会の構築が求められている。 

このため、より精度の高い災害予測、住宅・市街地・都市施設や公共土

木施設の防災性の評価と向上方策、防災施設の機能の維持及び向上方策、

人々の的確な行動につながる情報の収集・提供、自助・共助による防災地

域づくり、早期の復旧・復興を可能とする方策など、災害に対する抵抗力

や対応力を高めるための研究を行う。 

 

（２）安全・安心に暮らせる日常の実現 

自然災害以外にも、交通事故や火災、社会資本・住宅・建築物の欠陥、

犯罪、テロ、有害化学物質によるリスクなど様々な危険事象が増加し、生

活不安が顕在化している。 

このため、ITS による安全走行支援などを含む総合的な交通安全対策、社

会資本・住宅・建築物の健全な生産システムの構築による品質確保とその

保全及び防火・防犯や日常安全対策、重要公共施設におけるテロ対策、有

害化学物質によるリスクの管理手法など、安全・安心に暮らせる日常を実

現するための研究を行う。 
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３．３ 誰もが生き生きと暮らせる社会の実現 

 

少子高齢化社会・人口減社会の本格的な到来を迎え、これに対応した都市構

造の再構築のように住環境・都市環境の抜本的な整備が急務となっている。こ

のため、都市と田園が調和したコンパクトな都市づくりを進め、家族形態の変

化に伴う人々の生活スタイルの多様化に対応し、IT 社会の進展も踏まえつつ、

利便性の高く快適な暮らし環境を享受できる社会を目指す。 

 

（３）住環境・都市環境の改善と都市構造の再構築 

人口の８割が生活する都市部はなお都市景観や生活環境という観点から

は十分な改善が図られておらず、これに対応した方策が必要とされるとと

もに、本格的な少子高齢化社会の到来等を背景として、都市構造を再構築

して住環境・都市環境を改善する政策転換、都市・地域活動の活性化に向

けた方策が求められている。 

このため、快適で美しい住環境・都市環境の実現に向け、コンパクトな

都市構造再編、衰退した市街地の再活性化、密集市街地の再生、郊外住宅

地の再生・再編、居住のセーフティネットの構築、ヒートアイランド対策

等のために必要な研究を行う。また、市街地の日照、採光、通風等の環境

の向上に寄与する、建物の形態・用途に係る社会的ルールの構築に必要と

なる研究を行う。 

 

（４）ユニバーサル社会の創造 

ユニバーサルデザインに基づいた居住空間、都市空間、交通空間を形成

することが、高齢社会の到来や外国人訪問者等への利便性向上の観点から

必要とされている。 

このため、誰もが快適に生活できるユニバーサルデザインに配慮した良

質で安価な住宅供給や都市環境を構築するための研究を行う。また、ユビ

キタスネットワーク技術を活用した、誰もが自由・安全に移動できる環境

づくりや、歩行者のための IT 技術活用による、あらゆる場所で、あらゆる

人の多様な活動を支援する基盤づくりに必要となる研究を行う。 
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３．４ 国際競争力を支える活力ある社会の実現 

 

都市・地域間の経済活動を支える効率的な交通・物流システムを構築し、

人や物の活発な交流を図り、中枢・中核となる地域の産業・社会基盤の有効

活用による高い国際競争力の維持・発展を目指す。また、集中して更新時期

を迎えることが懸念されている住宅・社会資本のストックの有効活用や計画

的な更新を推進することによって安全で活力ある社会を目指す。 

 

（５）人・物のモビリティの向上 

都市部の交通渋滞や地方都市における公共交通の利便性の低下等による

人の移動制約の改善、アジア諸国等との国際交流の進展や我が国の国際競

争力の維持・強化に対応するための人・物の移動の迅速化・効率化に向け

た方策が求められている。 

このため、地域における安全で移動しやすい交通システムを構築するた

めの研究を行う。また、スピーディでシームレスかつコストの安い陸・海・

空の人流・物流を実現するため、交通基盤施設の利便性・信頼性の向上、

国際交通ネットワークの強化、旅行者・物流情報の高度化・ネットワーク

化、モーダルシフト促進に向けた総合物流システムを構築するための研究

を行う。 

さらに、国内交通ネットワークの整備・活用による、観光立国の推進や

観光資源を有する地域の多様な活動と交流を支援するための研究を行う。 

 

（６）住宅・社会資本ストックの有効活用 

社会資本整備への投資が抑制される中で、安全で美しい国土を維持して

いくためには、既存の住宅・社会資本ストックの有効活用や計画的な維持・

修繕・更新を行うことが重要である。 

このため、自己診断等による住宅・社会資本ストックの劣化・老朽化箇

所等への速やかな対応を可能とする管理の高度化、社会資本等の長期的な

機能保持とライフサイクルコストの低減、安全かつ効率的な社会資本の再

構築を実現するための研究を行う。 
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３．５ 環境と調和した社会の実現 

 

地球温暖化、異常気象など地球規模の環境問題が問われるなか、人間活動が

環境に与えるインパクトなど、環境と調和した社会の実現に向けた様々な課題

を解決し、持続可能な発展が成り立つ社会、資源を有効に活用した省資源・省

エネルギー社会、美しい自然や生態系が保たれた社会を目指す。 

 

（７）地球環境への負荷の軽減 

地球環境保全のため、省資源・省エネルギー対策、廃棄物対策、地球温

暖化対策、大気・海洋汚染対策などが強く求められている。 

このため、環境への負荷を削減し、循環型社会の実現に向けた方策の研

究を行う。また、地球温暖化による水資源への影響等に対応した国土保全

のあり方、海域環境保全に向けた統合的沿岸域管理のあり方について研究

を行う。さらに、高効率なエネルギー利用社会を目ざした省エネルギー型

の都市を構築するための研究を行う。 

 

（８）美しく良好な環境の保全と創造 

近年の国民の環境意識への高まりにより、河川・沿岸域、都市をはじめ、

全国的に良好な水環境、豊かな生態系、美しい国土の保全・再生が強く求

められている。 

このため、広域的な下水高度処理、河川の浄化・物質循環の健全化、湾

内物質循環の健全化等に必要な研究を行う。海域環境保全については、そ

の計画・管理に向けた取り組みとして海域モニタリング、モデル化、環境

情報の公開・共有のあり方についての研究を行う。また、多様な生物の生

息する環境の確保、市民が快適に憩える水辺空間の創造、自然風景の保全、

都市景観の形成等を実現するための研究を行う。 
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３．６ 国づくりを支える総合的な手法の確立 

 

少子高齢化社会における国土運営のあり方、住宅・社会資本整備におけるマ

ネジメント手法の適用、アカウンタビリティの確保など、今後の国づくりに向

けた課題に対応する政策を支える総合的な手法の確立を目指す。 

 

（９）総合的な国土マネジメント手法 

 急激に進む少子高齢化に伴う地域社会の脆弱化や地域間の競争力の不均

衡等により、国土の活力が偏在し、頻発する自然災害とも相まって、安全

で安心して生活でき、美しく活力のある国土を実現することが求められて

いる。 

このため、我が国の国土の形成過程等歴史的変遷及び社会・経済・技術

や自然・環境などの諸条件を踏まえ、新しい課題に機動的に対応して、各

分野の施策や研究を総合的に分析、評価を行い、もって、安全、環境、活

力が総合的に調和した国土を実現するため、総合的な国土マネジメントの

研究を行う。 

 

（10）政策及び事業評価の高度化 

国家的視点とともに国民の視点に立ち政策の成果を評価することが求め

られる中、国民への説明性を高めるとともに、住民意見等を適切に反映す

ることのできる、実務に即した汎用性の高い、政策及び事業評価手法の確

立が必要である。 

このため、政策のマネジメントサイクルの確立とアカウンタビリティの

向上に向けて、事業間の整合性、環境への影響等の外部経済・不経済の評

価法、経済波及効果の明確化、住民参加及び事業の計画から完成までの時

間管理概念を考慮した評価システムの確立に向けた研究を行う。 

 

（11）技術基準の高度化 

住宅・社会資本整備にあたり、建設コストの縮減や住宅・社会資本の質

の向上、国際標準への戦略的対応等が求められている。 

このため、安全かつ経済的な構造物の建設を実現するため、各種構造物

の性能規定型の技術基準の整備や信頼性設計法をはじめとする性能照査手

法の高度化及び性能規定型技術基準の普及と適切な運用について研究を行

う。さらに、国際基準と調和した国内基準の策定に向けた研究を行う。 
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（12）公共調達制度の適正化 

公共調達は、国民生活及び経済活動の基礎となる社会資本を整備するも

のとして、重要な意義を有することから、その品質確保及び競争性、透明

性の確保が必要である。 

このため、仕様書・設計書の作成、予定価格の作成、入札契約方式の選

択、契約の相手方の決定、工事の監督、工事中・完成後の確認・評価、維

持管理等における発注者の事務を適切に実施するための方策について研究

を行う。 

 

（13）情報技術の活用 

情報技術（IT）の発展にはめざましいものがあり、IT が適切に導入されれば各

種の情報を共有し、使い回すことが可能になり、業務の効率化につながると期待

されている。 

このため，業務プロセス・ルールの見直しとあわせて情報技術の導入方策を検

討し、情報技術の導入を業務の改善、効率化に結びつけるための研究を行う。具

体的には，CALS/EC の効果的な導入を支援し、さまざまな情報を共有するための研

究、および情報を蓄積し、解析するための基礎となる情報通信の規格化、地理情

報システム（GIS）の迅速な更新と更新情報の提供さらには利用のための研究を実

施する。 
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４ 研究の進め方 

 

４．１ 研究活動 

 

（１）研究の分類 

技術政策課題に関する研究として、以下の研究を行う。 

 

「技術政策研究」 

技術政策課題の解決に向け、一定の期間内（３年程度長くとも５年）に

おける研究開発目標を明確に掲げた研究であり、目的に応じた体制により

戦略的に実施する。 

 

「基盤的研究」 

研究成果として得られた基準類・データベース等の整備・更新・管理や、

中長期的な必要性が予想される技術などに関する調査及び研究、未経験の

新しい分野の研究などに関する先見的な視点からの調査及び研究を実施す

る。 

 

「機動的研究」 

突発的な課題や緊急の対応を要する課題の解決に向け、短期間に一定の

知見や成果を得ることを目指し、機動的に調査及び研究を実施する。 

 

（２）プロジェクト研究 

 

技術政策研究を核に研究開発目標を共有する研究を結束し、所として重点

的に推進する研究をプロジェクト研究とし、プロジェクト・リーダーを中心

とする分野横断的な体制により、技術政策課題の解決に向けてより効果的に

成果を得るための戦略を立てて進める。 
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（３）他機関との連携 

 

国土交通省の行政部門等の行政機関、独立行政法人や他省庁を始めとする

産学官のあらゆる研究機関や研究者、ＮＰＯ／ＮＧＯ等と、国内外を問わず

幅広く連携を図り、総合的な視点から研究をコーディネートする。 

この一環として、行政からの研究ニーズを学会等と共有し、連携して研究

に取り組む機運を醸成する。また、共同研究、研究委託を実施することや、

人事交流等の諸制度を積極的に活用して人材の流動性を高めることにより、

研究の効率化と質の向上を図るとともに、研究成果の活用に努める。 

 

（４）継続的なデータ等の収集・活用 

 

住宅・社会資本の整備・運用の状況や国土管理に関するデータ等について、

本省や地方整備局等と連携して、継続的に蓄積・管理する仕組みを構築し、

情報共有を図るとともに、それら全国規模のデータ等を俯瞰して総合的・多

面的な分析を行うことで、技術政策における新たな課題や研究成果の施策へ

の反映後の状況を把握する手段として活用するよう努める。 

 

（５）国際的活動 

 

国際会議での研究成果の発表、技術の国際標準化への参画、２国間・多国

間の研究協力、留学等による在外研究等の国際的な研究活動、地震災害時等

の緊急支援、ＪＩＣＡを通した技術協力等により技術支援活動を推進するこ

とで、国際的に貢献する。さらに、地球規模の環境問題や水管理の問題、地

震防災技術、ＩＴＳなど、わが国が技術的にリーダーシップをとれる分野に

ついては積極的にその役割を果たす。 

 

（６）研究成果の知的財産化 

 

研究により得られた成果や発明等については、知的財産化により保護する

ことで、公共事業等における利活用を推進できる環境を確保する。また、委

託研究、共同研究等に係る知的財産権の委託先民間企業等への帰属について

も配慮する。 
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４．２ 研究成果の活用 

 

（１）施策への反映 

 

施策への反映につながる研究成果を積極的に生み出し、政策の立案や推進

に向けて重要な役割を担うことで、創出された研究成果を普及・実用化し、

社会に還元する。 

 

（２）技術支援活動 

 

研究活動を通じて身につけた知識と経験に基づき、国土交通省本省、地方

整備局及び直轄事務所、及び地方公共団体の政策実施・事業執行等に必要な

技術指導、技術研修等への講師派遣、国土交通省本省の技術政策に関する検

討委員会等へ参画するとともに、災害時に現地等において技術指導を行う。 

技術支援活動を通じて現場のニーズを把握し、それに応えるための研究を

実施する。また、国総研が提案し外部機関が実施する社会実験、モデル事業

等については、担当者を派遣するなど積極的に関わっていくとともに、提案

した事業に対する評価手法そのものについても研究を実施する。 
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４．３ 研究成果の発信 

 

国総研の活動及び研究成果については、事業実施主体との連携、研究機関

との情報共有、国研としての説明責任、国際的役割の遂行等の目的に応じ、

対象者を明確にし、効果的な手段により情報を発信する。また、双方向性を

重視し、発信した情報に対する反応や意見に耳を傾け、今後の活動に反映さ

せていく。 

 

①アニュアルレポート 

研究動向・施策への反映事例を紹介、解説するとともに、技術政策課題に

向けた提言を行うものとしてとりまとめ、刊行する。 

 

②研究報告、研究所資料 

個別の研究成果については、その内容と性格により以下のような形でとり

まとめて刊行し、関連のある研究機関や研究者、行政機関等、外部から容易

に参照できるようにする。 

研究成果の中で、学術的価値があるもの、政策提言として優れているもの

あるいは社会的意義が高い研究、調査の成果をとりまとめたものについては、

「国土技術政策総合研究所研究報告」として刊行する。 

研究活動の記録あるいは公表する価値があると認められる研究、調査、試

験、観測等の成果をとりまとめたものを、「国土技術政策総合研究所資料」と

して刊行する。 

また、プロジェクト研究の成果は、「国土技術政策総合研究所プロジェクト

研究報告」として刊行する。 

 

 

③学会誌・専門誌等への投稿等 

学会誌・専門誌等への論文・記事の投稿やシンポジウムにおける話題提供

等を積極的に行い、広く研究成果を発信する。 

 

 
－40－

15



 

④講演会等 

研究成果を発表し技術政策課題の解決に向けた提言を行うなど、国総研の

研究活動を紹介することを目的として、年に一度、「国土技術政策総合研究所

講演会」を開催する。 

また、「出前講座」など、小中学校、市町村、公益法人等の公共性のある機

関の依頼を受け、担当職員を派遣して国総研の研究について話をし、直接一

般市民との意見交換を行うことができる機会を積極的に設ける。 

 

⑤ホームページ 

ホームページについては、速報性、双方向性などの特性を活用した様々な

情報提供を行う。特に、一般市民や次世代を担う子供向けのわかりやすい解

説記事や、技術者・研究者向けの専門的でかつ簡潔な記事など、多様なレベ

ルの読者を対象とした情報発信に努める。 

また、出版された研究報告及び資料、並びに学会誌等に掲載された論文な

どの情報についても参照できるよう配慮する。 

 

⑥記者発表等 

研究成果や技術基準等の策定、災害調査報告、講演会の開催等広く一般に

公開すべき情報については、積極的に記者発表を行う。 

また、地域住民や青少年、学生等に対して、所の取り組みへの理解を深め

るため、施設の一般公開を行うとともに、学校等からの視察を受け入れる。 
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４．４ 研究者の育成 

 

（１）研究者に必要な能力と資質 

 

国総研の研究者は、以下のような総合的な判断能力と資質を身に付けるた

め、日々の研鑚が求められている。 

 

・世の中の動きに敏感で、時代の潮流を捉えることができること 

・高度な専門知識を持ち、その知識が使われる行政や現場の状況を熟知して

いること 

・異分野にも関心を持ち、知識の幅が広いこと 

・国際化の中での技術の動向に明るく、国際的に貢献できること 

 

研究活動を有効かつ効率的に行うため、専門分野における高度な研究能力

を有する研究者から、総合的な視点から研究をコーディネートできる研究者

まで、多様な人材を育成する。 

専門分野における研究能力の向上にあたっては、オン・ザ・ジョブによる

トレーニングによる他、学会や技術発表会等での成果発表を奨励する。 

総合的なコーディネート能力の向上にあたっては、プロジェクト研究等の

分野横断的な研究への参画や研修への参加等を奨励する。 

 

（２）行政、他分野との交流 

 

現場状況を熟知し、かつ知識の幅が広い研究者を育成するため、国土交通

省本省、地方整備局等の事業実施主体との人事交流や他分野の研究者との交

流を進めるとともに、所内講演会等における有識者との交流についても積極

的に推進する。 
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４．５ 研究評価 

 

研究方針、研究活動及びその成果、個別研究課題等について、国総研の使

命に基づく視点から外部評価及び内部評価を実施することで自律的なマネジ

メントサイクルを構築し、研究活動の推進及び質の向上、研究者の意欲の向

上を図る。 

 

（１）外部評価 

 

研究方針、研究活動及びその成果等については、外部の有識者により定期

的に公正かつ透明性のある評価を実施する。その際、研究活動の社会的・技

術的意義、研究成果の政策展開による社会的貢献度等の視点に留意すること

とし、評価結果は、研究方針や研究活動のあり方に反映する。 

また、所として重点的に推進するプロジェクト研究等については、外部の

専門家による事前、中間、事後の３段階の評価を実施する。その際、研究成

果の技術的水準と政策・施策への反映等研究成果の活用の視点に留意するこ

ととし、評価結果は、研究実施計画や成果の活用方針等に反映する。 

 

（２）内部評価 

 

外部評価を受ける事項については、あらかじめ所として自己点検を行う。 

個別研究課題については、研究者による自己評価を行うとともに、所内で

の内部評価を実施する。また、研究者の評価については、必要とされる総合

的な判断能力と資質を考慮し、多面的な評価を心がける。 
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５ 研究方針の見直し 

 

本「研究方針」は、社会情勢の変化や研究の進捗状況、ニーズに柔軟に対応

して、取り組むべき技術政策課題等の内容に不断の検討を加え、より進化させ

たものへと更新していくことを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１３年 ７月  策 定 

平成１６年 ３月  改 訂 

平成１８年 ７月  改 訂 
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ザ
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「

美
し

く
良

好
な

環
境

の
保

全
と

創
造

」
、

 

  
 

 
「

安
心

し
て

安
全

に
暮

ら
せ

る
国

土
」

、
 

  
 

 
「

豊
か

さ
と

ゆ
と

り
を

感
じ

ら
れ

る
生

活
」

、
 

  
 

 
「

活
力

あ
る

地
域

社
会

」
 

 を
実

現
す

る
た

め
の

道
筋

を
提

案
す

る
た

め
に

必
要

な
技

術
政

策
課

題
に

関
す

る
研

究
を

実

施
す

る
。

 

  
こ

の
よ

う
な

研
究

を
通

し
て

、
国

土
・

社
会

シ
ス

テ
ム

を
創

造
す

る
た

め
に

必
要

と
な

る

政
策

の
技

術
的

な
裏

付
け

を
、

国
民

に
対

し
て

責
任

を
持

っ
て

示
す

。
 

  
そ

し
て

、
そ

の
成

果
は

、
国

民
に

対
す

る
行

政
施

策
、

社
会

資
本

整
備

の
最

前
線

へ
の

展

開
と

い
う

形
で

国
民

へ
の

サ
ー

ビ
ス

向
上

に
生

か
さ

れ
る

。
 

  
上

記
の

使
命

を
果

た
す

た
め

、
以

下
の

よ
う

な
研

究
開

発
等

を
行

う
。

 

  
 

 
「

政
策

支
援

」
 

 
 

 
 

 
政

策
企

画
・

立
案

の
一

環
と

し
て

の
研

究
開

発
 

 
 

 
「

技
術

基
準

策
定

」
 

 
 

 
 

 
法

令
に

基
づ

く
技

術
基

準
の

策
定

に
関

す
る

研
究

開
発

 

 
 

 
「

技
術

支
援

」
 

 
 

 
 

 
直

轄
事

業
の

執
行

・
管

理
に

必
要

な
研

究
開

発
及

び
地

方
公

共
団

体
等

へ
の

技

術
指

導
 

   

 

 １
 

国
土

技
術

政
策

総
合

研
究

所
の

使
命

 

   
国

総
研

の
使

命
は

、
「

住
宅

・
社

会
資

本
の

エ
ン

ド
ユ

ー
ザ

ー
で

あ
る

国
民

一
人

一
人

の

満
足

度
を

 高
め

る
た

め
、
技

術
政

策
の

企
画

立
案

に
役

立
つ

研
究

を
実

施
す

る
」
こ

と
に

あ

る
。

 

  
具

体
的

に
は

、
 

 

「
安

心
し

て
安

全
に

暮
ら

せ
る

国
土

」
、

 

 

「
豊

か
さ

と
ゆ

と
り

を
感

じ
ら

れ
る

生
活

」
、

 

 

「
活

力
あ

る
地

域
社

会
」

、
 

 
 

「
美

し
く

良
好

な
環

境
の

保
全

と
創

造
」

 

 を
実

現
す

る
た

め
の

道
筋

を
提

案
す

る
た

め
に

必
要

な
技

術
政

策
課

題
に

関
す

る
研

究
を

実

施
す

る
。

 

  
こ

の
よ

う
な

研
究

を
通

し
て

、
国

土
・

社
会

シ
ス

テ
ム

を
創

造
す

る
た

め
に

必
要

と
な

る

政
策

の
技

術
的

な
裏

付
け

や
シ

ナ
リ

オ
を

、
国

民
に

対
し

て
責

任
を

持
っ

て
示

す
。

 

  
そ

し
て

、
そ

の
成

果
は

、
国

民
に

対
す

る
行

政
施

策
、

社
会

資
本

整
備

の
最

前
線

へ
の

展

開
と

い
う

形
で

国
民

へ
の

サ
ー

ビ
ス

向
上

に
生

か
さ

れ
る

。
 

  
上

記
の

使
命

を
果

た
す

た
め

、
「

政
策

支
援

」
と

し
て

、
政

策
の

企
画

・
立

案
に

資
す

る
研

究
を

行
う

。
ま

た
、

政
策

の
実

施
の

た
め

に
、

法
令

等
に

基
づ

く
「

技
術

基
準

策
定

」

に
関

す
る

研
究

や
事

業
の

執
行

・
管

理
に

必
要

と
な

る
「

技
術

支
援

」
を

行
う

。
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２
 

研
究

活
動

の
方

向
と

視
点

 

 ２
.
１

 
時

代
の

潮
流

の
反

映
 

  
研

究
の

方
向

や
目

標
を

定
め

る
に

は
、

経
済

状
況

、
環

境
問

題
、

人
口

動
態

等
社

会
の

多

様
な

変
化

に
常

に
敏

感
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
価

値
観

の
多

様
化

、
評

価
軸

の
変

化
な

ど

時
代

の
潮

流
を

的
確

に
反

映
し

、
以

下
の

観
点

を
踏

ま
え

技
術

政
策

研
究

を
実

施
す

る
。

 

  
・

何
を

作
る

か
か

ら
、

何
を

産
み

出
し

ど
う

生
か

す
か

へ
 

 
・

要
素

技
術

か
ら

、
総

合
（

シ
ス

テ
ム

）
技

術
へ

 

 
・

分
野

別
技

術
か

ら
、

横
断

的
技

術
へ

 

 
・

単
一

の
評

価
軸

か
ら

、
総

合
的

な
評

価
軸

へ
 

  
ま

た
、

国
民

の
ニ

ー
ズ

に
真

に
応

え
る

研
究

を
推

進
す

る
た

め
、

長
期

的
視

野
の

下
に

、

国
民

ニ
ー

ズ
、

時
代

の
潮

流
、

科
学

技
術

の
動

向
等

を
考

察
し

、
研

究
の

ス
タ

ン
ス

や
方

向

を
見

い
だ

す
と

と
も

に
的

確
な

も
の

と
す

る
よ

う
、

「
３

つ
の

基
本

課
題

」
を

設
定

し
、

継

続
的

な
検

討
を

行
う

。
 

  
・

時
代

に
即

し
た

社
会

資
本

の
整

備
・

運
営

の
あ

り
方

 
～

ユ
ー

ザ
ー

オ
リ

エ
ン

テ
ッ

ド
の

評
価

軸
～

 

 
・

安
全

で
美

し
い

国
土

の
創

造
 

 
・

豊
か

さ
と

ゆ
と

り
の

感
じ

ら
れ

る
生

活
環

境
・

都
市

環
境

の
形

成
 

  ２
.
２

 
行

政
と

の
連

携
と

国
民

の
視

点
 

  
国

の
研

究
機

関
と

し
て

大
局

的
な

国
土

政
策

の
中

で
の

社
会

資
本

の
整

備
、

運
用

の
視

点

と
と

も
に

、
国

民
一

人
一

人
の

日
常

生
活

の
立

場
に

立
っ

た
視

点
を

持
っ

て
、

国
土

交
通

省

の
行

政
部

門
と

一
体

と
な

り
、

研
究

を
実

施
す

る
。

 

 
そ

の
た

め
、

地
方

整
備

局
等

事
業

の
最

前
線

と
の

技
術

支
援

を
通

じ
た

連
携

が
大

切
で

あ

り
、

国
民

の
ニ

ー
ズ

を
幅

広
く

把
握

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
潜

在
的

な
研

究
ニ

ー
ズ

を
的

確

に
捉

え
、

研
究

方
針

・
内

容
へ

反
映

し
て

い
く

こ
と

に
努

め
る

。
 

      

２
 

研
究

活
動

の
方

向
と

視
点

 

 ２
.
１

 
時

代
の

潮
流

の
反

映
 

  
研

究
の

方
向

や
目

標
を

定
め

る
に

は
、

経
済

状
況

、
環

境
問

題
、

人
口

動
態

等
社

会
の

多

様
な

変
化

に
常

に
敏

感
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
価

値
観

の
多

様
化

、
評

価
軸

の
変

化
な

ど

時
代

の
潮

流
を

的
確

に
反

映
し

、
以

下
の

観
点

を
踏

ま
え

技
術

政
策

研
究

を
実

施
す

る
。

 
  

・
何

を
作

る
か

か
ら

、
ど

う
生

か
す

か
へ

 

・
要

素
技

術
か

ら
、

総
合

（
シ

ス
テ

ム
）

技
術

へ
 

 
・

分
野

別
技

術
か

ら
、

横
断

的
技

術
へ

 

・
単

一
の

評
価

軸
か

ら
、

総
合

的
な

評
価

軸
へ

 

 

特
に

、
さ

ま
ざ

ま
な

要
素

技
術

を
組

み
合

わ
せ

、
統

合
し

、
実

際
に

適
用

す
る

な
か

で
、

高
度

化
し

て
い

く
こ

と
に

よ
り

、
社

会
的

な
重

要
課

題
を

解
決

し
、

国
民

の
暮

ら
し

へ
還

元

す
る

「
社

会
的

技
術

」
が

よ
り

重
要

と
な

る
。

 
     

   

２
.
２

 
国

民
の

視
点

 

  
国

の
研

究
機

関
と

し
て

大
局

的
な

国
土

政
策

の
中

で
の

住
宅

・
社

会
資

本
の

整
備

、
運

用

の
視

点
と

と
も

に
、

国
民

一
人

一
人

の
日

常
生

活
の

立
場

に
立

っ
た

視
点

を
持

っ
て

、
国

土

交
通

省
の

行
政

部
門

と
一

体
と

な
り

、
研

究
を

実
施

す
る

。
 

 
そ

の
た

め
、

地
方

整
備

局
や

地
方

公
共

団
体

等
の

事
業

実
施

の
最

前
線

と
の

連
携

が
大

切

で
あ

り
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

通
じ

て
国

民
の

ニ
ー

ズ
を

幅
広

く
把

握
す

る
こ

と
に

よ

っ
て

、
潜

在
的

な
研

究
ニ

ー
ズ

を
的

確
に

捉
え

、
研

究
方

針
・

内
容

へ
反

映
し

て
い

く
こ

と

に
努

め
る

。
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２
.
３

 
学

際
的

な
研

究
領

域
 

  
技

術
政

策
課

題
へ

の
取

り
組

み
に

は
、

理
学

・
工

学
に

加
え

て
人

文
・

社
会

科
学

分
野

を

含
ん

だ
総

合
的

な
側

面
か

ら
の

ア
プ

ロ
ー

チ
が

必
要

と
な

る
こ

と
が

多
く

、
そ

の
た

め
に

は

広
い

研
究

領
域

に
対

す
る

関
心

を
持

ち
、

異
分

野
の

研
究

者
と

の
交

流
や

学
際

分
野

の
研

究

に
も

積
極

的
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

 

  ２
.
４

 
総

合
的

な
取

組
み

 

  
細

分
化

さ
れ

た
個

々
の

技
術

と
し

て
だ

け
で

は
な

く
、

総
合

的
な

シ
ス

テ
ム

と
し

て
技

術

政
策

課
題

に
取

り
組

む
姿

勢
が

重
要

で
あ

り
、

ま
た

、
価

値
観

の
多

様
化

を
踏

ま
え

、
複

数

の
評

価
軸

に
よ

る
総

合
的

な
評

価
手

法
の

確
立

に
も

努
め

る
。

 

 
さ

ら
に

、
土

木
、

建
築

、
港

湾
空

港
の

３
分

野
が

統
合

さ
れ

た
こ

と
に

対
す

る
国

民
の

期

待
に

応
え

て
い

く
た

め
に

、
技

術
政

策
課

題
に

対
し

て
総

合
的

な
側

面
か

ら
の

取
り

組
み

を

行
う

。
 

                       

２
.
３

 
学

際
的

な
研

究
領

域
 

  
技

術
政

策
課

題
へ

の
取

り
組

み
に

は
、

理
学

・
工

学
に

加
え

て
人

文
・

社
会

科
学

分
野

を

含
ん

だ
総

合
的

な
側

面
か

ら
の

ア
プ

ロ
ー

チ
が

必
要

と
な

る
こ

と
が

多
く

、
そ

の
た

め
に

は

広
い

研
究

領
域

に
対

す
る

関
心

を
持

ち
、

異
分

野
の

研
究

者
と

の
交

流
や

学
際

分
野

の
研

究

に
も

積
極

的
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

 

 ２
.
４

 
研

究
活

動
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

 

 

他
で

は
成

し
え

な
い

、
国

の
組

織
力

を
駆

使
し

て
収

集
さ

れ
る

情
報

に
基

づ
く

研
究

課
題

を
、

所
あ

る
い

は
各

部
署

の
「

コ
ア

」
と

し
て

位
置

付
け

、
研

究
活

動
を

継
続

す
る

。
 

 既
成

の
組

織
の

枠
に

と
ら

わ
れ

ず
に

技
術

政
策

上
の

課
題

を
包

括
的

に
提

示
し

、
優

先
的

に
取

り
組

む
べ

き
課

題
の

抽
出

過
程

や
政

策
目

標
の

実
現

に
つ

な
げ

て
い

く
工

程
、

行
政

や

他
の

研
究

機
関

と
の

連
携

な
ど

を
示

し
た

「
大

枠
」

を
設

定
す

る
。

そ
の

上
で

、
自

ら
取

り

組
む

研
究

課
題

を
選

定
す

る
と

と
も

に
、

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

と
し

て
の

役
割

を
担

う
。

 

 

研
究

活
動

に
お

い
て

は
、

効
果

（
研

究
成

果
が

活
用

さ
れ

、
政

策
に

結
び

つ
く

こ
と

で
発

現
す

る
効

果
）

を
計

測
す

る
指

標
を

あ
ら

か
じ

め
設

定
し

、
「

C
h
e
c
k
」

を
重

視
し

た
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
を

行
う

。
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３
 

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

課
題

 

 ３
．

１
 

７
本

の
柱

と
１

７
の

技
術

政
策

課
題

 

 
 

 
重

点
的

な
研

究
課

題
は

、
以

下
の

７
本

の
柱

と
１

７
の

技
術

政
策

課
題

に
基

づ
い

て
設

定
す

る
。

 

 １
．

持
続

可
能

な
社

会
を

支
え

る
美

し
い

国
土

の
形

成
 

（
１

）
 
国

土
形

成
史

等
を

踏
ま

え
た

今
後

の
国

土
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
 

（
２

）
 
地

球
環

境
へ

の
負

荷
の

軽
減

 

（
３

）
 
住

宅
・

社
会

資
本

の
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
 

（
４

）
 
美

し
く

良
好

な
環

境
の

保
全

と
創

造
 

 ２
．

安
全

で
安

心
な

国
土

づ
く

り
 

（
５

）
 
災

害
に

対
し

て
安

全
な

国
土

 

（
６

）
 
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
生

活
環

境
 

 ３
．

生
活

コ
ス

ト
が

安
く

、
豊

か
で

ゆ
と

り
の

あ
る

暮
ら

し
の

実
現

 

（
７

）
 
快

適
で

潤
い

の
あ

る
生

活
環

境
の

形
成

 

（
８

）
 
住

民
参

加
型

の
地

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
 

（
９

）
 
生

活
コ

ス
ト

の
安

い
暮

ら
し

 

（
1
0
）

 
豊

か
で

ゆ
と

り
の

あ
る

住
宅

等
の

市
場

基
盤

整
備

 

 ４
．

活
力

・
国

際
競

争
力

の
あ

る
社

会
と

個
性

あ
る

地
域

の
創

造
 

（
1
1
）

 
人

の
交

流
の

円
滑

化
と

物
流

の
効

率
化

 

（
1
2
）

 
都

市
・

地
域

の
活

力
の

再
生

 

 ５
．

住
宅

・
社

会
資

本
整

備
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
手

法
の

向
上

 

（
1
3
）

 
技

術
基

準
・

契
約

方
式

等
の

高
度

化
 

（
1
4
）

 
政

策
及

び
事

業
評

価
手

法
の

高
度

化
 

 ６
．

高
度

情
報

化
社

会
に

対
応

し
た

国
土

づ
く

り
 

（
1
5
）

 
安

心
・

安
全

で
活

力
あ

る
社

会
の

構
築

の
た

め
の

Ｉ
Ｔ

の
活

用
 

 ７
．

国
際

社
会

へ
の

対
応

と
貢

献
 

（
1
6
）

 
国

際
貢

献
の

推
進

 

（
1
7
）

 
国

際
基

準
へ

の
戦

略
的

対
応

 

  

３
 

重
点

的
に

取
り

組
む

研
究

課
題

 

 ３
．

１
 

４
本

の
柱

と
総

合
的

な
手

法
 

 重
点

的
な

研
究

課
題

は
、
国

土
交

通
省

が
重

点
的

に
取

り
組

む
研

究
開

発
分

野
で

あ
る
「

安

全
・

安
心

」
、

「
暮

ら
し

」
、

「
活

力
」

、
「

環
境

」
に

対
応

し
た

「
４

本
の

柱
」

と
、

政

策
の

実
施

を
支

え
る

た
め

の
研

究
と

し
て

の
「

総
合

的
な

手
法

」
と

し
て

分
類

す
る

。
さ

ら

に
、

柱
ご

と
に

重
点

的
に

取
り

組
む

中
長

期
的

な
技

術
政

策
課

題
を

設
定

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の

目
指

す
社

会
像

と
研

究
の

方
向

性
を

示
す

。
 

 ４
本

の
柱

 

 ○
安

全
・

安
心

な
社

会
の

実
現

 

（
１

）
自

然
災

害
に

対
し

て
安

全
・

安
心

な
国

土
及

び
地

域
社

会
の

構
築

 

（
２

）
安

全
・

安
心

に
暮

ら
せ

る
日

常
の

実
現

 

○
誰

も
が

生
き

生
き

と
暮

ら
せ

る
社

会
の

実
現

 

（
３

）
住

環
境

・
都

市
環

境
の

改
善

と
都

市
構

造
の

再
構

築
 

（
４

）
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
社

会
の

創
造

 

○
国

際
競

争
力

を
支

え
る

活
力

あ
る

社
会

の
実

現
 

（
５

）
人

・
物

の
モ

ビ
リ

テ
ィ

の
向

上
 

（
６

）
住

宅
・

社
会

資
本

ス
ト

ッ
ク

の
有

効
活

用
 

○
環

境
と

調
和

し
た

社
会

の
実

現
 

（
７

）
地

球
環

境
へ

の
負

荷
の

軽
減

 

（
８

）
美

し
く

良
好

な
環

境
の

保
全

と
創

造
 

 総
合

的
な

手
法

 

 ○
国

づ
く

り
を

支
え

る
総

合
的

な
手

法
の

確
立

 

 
（

９
）

総
合

的
な

国
土

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

手
法

 

（
1
0
）

政
策

及
び

事
業

評
価

の
高

度
化

 

（
1
1
）

技
術

基
準

の
高

度
化

 

（
1
2
）

公
共

調
達

制
度

の
適

正
化

 

（
1
3
）

情
報

技
術

の
活

用
 

     

※
章

内
の

構
成

の
み

対
比

し
て

記
載
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４
 

研
究

の
進

め
方

 

 ４
．

１
 

研
究

活
動

 

 （
１

）
研

究
の

分
類

 

 ①
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
研

究
 

 
技

術
政

策
課

題
に

対
応

し
た

研
究

開
発

の
目

標
を

明
確

に
し

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
リ

ー

ダ
ー

の
も

と
に

目
標

達
成

に
必

要
と

さ
れ

る
分

野
の

研
究

者
が

集
い

、
よ

り
効

果
的

に
成

果

を
得

る
た

め
の

戦
略

を
立

て
て

研
究

を
進

め
る

研
究

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
研

究
と

位
置

づ
け

、

重
点

的
に

実
施

す
る

。
 

 ②
基

盤
研

究
 

 
技

術
政

策
課

題
に

対
し

、
将

来
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
研

究
の

核
に

な
る

可
能

性
の

あ
る

研
究

や
、

主
と

し
て

単
一

の
分

野
で

も
技

術
政

策
課

題
に

対
し

重
要

な
解

決
策

を
成

果
と

し
て

期
待

で

き
る

各
分

野
の

研
究

を
基

盤
研

究
と

位
置

づ
け

て
実

施
す

る
。

 

 ③
基

礎
研

究
 

 
現

時
点

で
は

技
術

政
策

課
題

と
は

必
ず

し
も

直
接

関
連

し
な

い
が

、
中

長
期

的
に

必
要

と

な
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

技
術

に
関

す
る

研
究

や
、

未
経

験
の

新
し

い
分

野
の

研
究

な
ど

に

つ
い

て
は

、
基

礎
的

段
階

に
あ

る
も

の
に

つ
い

て
も

研
究

を
行

う
。

 

  

 

４
 
研

究
の

進
め

方
 

 ４
．

１
 
研

究
活

動
 

 （
１

）
研

究
の

分
類

 

技
術

政
策

課
題

に
関

す
る

研
究

と
し

て
、

以
下

の
研

究
を

行
う

。
 

 

「
技

術
政

策
研

究
」

 

技
術

政
策

課
題

の
解

決
に

向
け

、
一

定
の

期
間

内
（

３
年

程
度

長
く

と
も

５
年

）
に

お
け

る
研

究
開

発
目

標
を

明
確

に
掲

げ
た

研
究

で
あ

り
、
目

的
に

応
じ

た
体

制
に

よ
り

戦
略

的
に

実
施

す
る

。
 

 

「
基

盤
的

研
究

」
 

研
究

成
果

と
し

て
得

ら
れ

た
基

準
類

・
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
等

の
整

備
・

更
新

・
管

理
や

、

中
長

期
的

な
必

要
性

が
予

想
さ

れ
る

技
術

な
ど

に
関

す
る

調
査

及
び

研
究

、
未

経
験

の

新
し

い
分

野
の

研
究

な
ど

に
関

す
る

先
見

的
な

視
点

か
ら

の
調

査
及

び
研

究
を

実
施

す
る

。
 

 

「
機

動
的

研
究

」
 

突
発

的
な

課
題

や
緊

急
の

対
応

を
要

す
る

課
題

の
解

決
に

向
け

、
短

期
間

に
一

定
の

知
見

や
成

果
を

得
る

こ
と

を
目

指
し

、
機

動
的

に
調

査
及

び
研

究
を

実
施

す
る

。
 

 

（
２

）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
研

究
 

 

技
術

政
策

研
究

を
核

に
研

究
開

発
目

標
を

共
有

す
る

研
究

を
結

束
し

、
所

と
し

て
重

点

的
に

推
進

す
る

研
究

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
研

究
と

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
リ

ー
ダ

ー
を

中
心

と
す

る
分

野
横

断
的

な
体

制
に

よ
り

、
技

術
政

策
課

題
の

解
決

に
向

け
て

よ
り

効
果

的
に

成
果

を
得

る
た

め
の

戦
略

を
立

て
て

進
め

る
。

 

    ５
 
研

究
方

針
の

見
直

し
 

 

本
「

研
究

方
針

」
は

、
社

会
情

勢
の

変
化

や
研

究
の

進
捗

状
況

、
ニ

ー
ズ

に
柔

軟
に

対
応

し
て

、
取

り
組

む
べ

き
技

術
政

策
課

題
等

の
内

容
に

不
断

の
検

討
を

加
え

、
よ

り
進

化
さ

せ

た
も

の
へ

と
更

新
し

て
い

く
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

 

 

※
４

．
２

以
降

は
省

略
 

※
４

．
２

以
降

は
省

略
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個別研究課題の評価について 

 

 

１ 評価の対象 

今回の研究評価委員会分科会の評価の対象となる研究課題は、事後評価として、平成 17 年度

末で終了したプロジェクト研究 10 課題、事前評価として、平成 19 年度開始予定の研究課題 8 課

題である。 

 

（事後評価） 

 1．走行支援道路システム研究開発の総合的な推進 

 2．健全な水循環系・流砂系の構築に関する研究 

 3．都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発 

 4．水域における化学物質リスクの総合管理に関する研究 

 5. 地球規模水循環変動に対応する水管理技術に関する研究 
6. ゴミゼロ型・資源循環型技術に関する研究 
7. 東アジアの航空ネットワークの将来展開に対応した空港整備手法に関する研究 
8. かしこい建築・住まいの実現のための建築技術体系に関する研究 
9. 社会資本整備における合意形成手法の高度化に関する研究 

10. 土壌・地下水汚染が水域に及ぼす影響に関する研究 
 

（事前評価） 

11．国土保全のための総合的な土砂管理手法に関する研究 
12．大規模地震災害時の交通ネットワーク機能の維持と産業界の事業継続計画との関連に関す

る研究 
13．避難意志決定要因に基づく海岸災害からの避難促進に関する研究 
14．建物の構造安全性能検証法の適用の最適化に関する研究 
15．建物用途規制の性能基準に関する研究 

16．ニューパブリックマネジメント手法を活用した都市整備業務支援技術に関する研究 

17．統合高潮、高波対策マネジメントシステムの構築に関する研究 

18．地方空港の類型化及び地方振興を目指した新たな空港利用形態に関する研究 

※事前評価の課題名は全て仮称 

 

 

２ 評価の視点と項目 

平成１７年度に終了したプロジェクト研究については、必要性、効率性及び有効性の観点から、

以下の項目について、自己点検結果をもとに事後評価を行う。 

○目標の達成度（成果目標に対して、どの程度成果が得られているか。） 
○研究成果と成果の活用方針 
○研究の実施方法、体制の妥当性 
○上記を踏まえた、本研究の妥当性 

（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目標の妥当性等も含める） 

資料６
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平成１９年度開始予定の新規課題については、必要性、効率性及び有効性の観点から、以下の

項目について、自己点検結果をもとに事前評価を行う。 

○必要性：研究の背景を踏まえた研究の必要性 
○効率性：研究の実施方法、体制の妥当性 
○有効性：研究成果の見込みと成果の活用方針 

※プロジェクト研究については、プロジェクト研究としてふさわしいか（技術政策課題の解決に

向けた目標設定、分野横断的な研究実施戦略）に留意する。 
 

 

３ 研究評価委員会分科会の開催 

専門的視点からの評価を行うため、各分野の専門家で構成された国土技術政策総合研究所研究

評価委員会分科会を開催することとする。各会議の評価担当部会、会議に他部会から出席いただ

く委員は、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会設置規則に基づき、研究評価委員会委

員長により指名する。また、評価担当部会以外の委員等には事前に資料を送付し、意見をいただ

くこととする。なお、分科会の前に国土技術政策研究所研究評価所内委員会を開催し、評価対象

課題について、所として自己点検を行う。 

研究評価委員会分科会は、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会設置規則に基づき、

以下の構成となっている。 

第一部会 （主査）委員 石田 東生  筑波大学教授  

委員 小澤 一雅  東京大学教授 

委員 寶  馨   京都大学教授 

委員 中村 太士  北海道大学教授  

委員 永冶 泰司  (社)建設コンサルタンツ協会 技術委員会委員長 

(株)長大 執行役員技術統轄部長 

委員 根本 敏則  一橋大学教授 

委員 藤田 正治  京都大学助教授  

委員 古米 弘明  東京大学教授  

第二部会 （主査）委員 村上 周三  慶應義塾大学教授 

委員 浅見 泰司  東京大学教授 

委員 熊谷 良雄  筑波大学教授 

委員 髙田 光雄  京都大学教授  

委員 辻本  誠  東京理科大学教授 

委員 野口 貴文  東京大学助教授 

委員 野城 智也  東京大学教授 

委員 芳村  学  首都大学東京教授 

第三部会 （主査）委員 三村 信男  茨城大学教授 

委員 井口 典夫  青山学院大学教授 

委員 日下部 治  東京工業大学教授 

委員 窪田 陽一  埼玉大学教授 

委員 小林 潔司  京都大学教授 

委員 柴山 和也  横浜国立大学教授 

委員 山内 弘隆  一橋大学教授 

（平成 18 年 7 月現在、主査以外五十音順・敬称略） 
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会議当日は、研究内容等について説明した後、主査及び各委員から意見をいただくとともに、

他の部会の委員からの事前意見も紹介する。さらに、事後評価については評価シートを、事前評

価についてはコメントシートを記入いただく。ただし、委員等が評価対象課題に共同研究などで

関与している場合には、評価対象課題のうち、当該部分の評価は行わないこととする。また、主

査が評価対象課題に関与している場合には、当該部分の評価を行う間、あらかじめ委員長が他の

委員から指名する委員が、主査の職務を代理することとする。 

評価結果は、他の部会の委員等から事前にいただいた意見を含め、事後評価については会議に

おける意見と評価シートに基づき、また、事前評価については会議における意見とコメントシー

トに基づき、主査又は主査の職務を代理する委員の責任においてとりまとめることとする。さら

に、研究評価委員会委員長の同意を経て、国土技術政策総合研究所研究評価委員会の評価結果と

する。 

 

４ 評価結果の公表 

評価結果は、議事録とともに公表する。 
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1

平成１８年７月４日

平成１８年度 第１回

国土技術政策総合研究所
研究評価委員会

2

本日の委員会で評価いただきたいこと

国総研における研究活動のマネジメントのあり方

説明内容

Ⅰ．国総研の研究活動の概要

～平成１７年度の活動を中心に～

Ⅱ．研究活動のマネジメントのあり方について

－56－

平成18年度第1回国土技術政策総合研究所評価委員会プレゼンテーション用資料



3

○研究活動

○研究者の育成

○研究成果の発信

Ⅰ.国総研の研究活動の概要
～平成１７年度の活動を中心に～

○国総研の概要

4

住宅・社会資本のエンドユーザーである

国民一人一人の満足度を高めるため、

技術政策の企画立案に役立つ研究を実施する。

国総研の使命（「国総研 研究方針」より）

－57－



5

国総研の組織

つくば 横須賀

旭 立原

総務部 企画部

環境研究部

下水道研究部

河川研究部

道路研究部

総合技術政策研究センター

高度情報化研究センター

危機管理技術研究センター

建築研究部

住宅研究部

都市研究部

管理調整部

沿岸海洋研究部
港湾研究部

空港研究部

国 総 研

6

行政職 １３６名

研究職 ２５１名

指定職 ３名

研究職２５１名
行政職１３６名
３５％

１％
指定職３名

６４％

予算 １８０億円 （平成１７年度）

定員 ３９０名 （平成１７年度）

40億円 138億円

施設費 ２億円

22.2%

0.9%

76.9%

人件費等 研究経費

40億円 138億円

施設費 ２億円

22.2%

0.9%

76.9%

人件費等 研究経費

１７年度予算の内訳

１７年度定員の内訳

－58－



National Institute for Land and Infrastructure Management 7

プロジェクト研究

基礎研究

プロジェクト研究８％
（２３課題）

基盤研究６１％
（１８５課題）

基礎研究３２％
（９６課題）

◆研究分類別の課題数と予算

プロジェクト研究１９％
（約１９億円）

基盤研究６０％

（約６２億円）

課題数 予 算

１． 研究活動
（１） 研究の実施

基盤研究

目標達成に必要とされる分野の研究者が集い、より効果的に成果を
得るための戦略を立てて重点的に実施する研究

主として単一の分野でも重要な解決策を成果として期待できる研究

中長期的な必要性が予想される技術・未経験の新分野の研究

課題解決型の研究が大半（課題数で約７０％、予算で約８０％）

基礎研究２１％

（約２２億円）

資料３、参考資料３

National Institute for Land and Infrastructure Management 8

分野別研究費
◆７本の柱別の研究費

平成１５年度と１７年度の比較

１．持続可能な社会を支える美しい国土の形成

２．安全で安心な国土づくり

５．住宅・社会資本整備マネジメント手法の向上

６．高度情報化社会に対応した国土づくり

７．国際社会への対応と貢献

７本の柱

３．生活コストが安く、豊かでゆとりのある暮らしの実現

４．活力・国際競争力のある社会と個性のある地域の創造

柱１ 柱２ 柱３ 柱４ 柱５ 柱６ 柱７

989

274

4,352

1,676

339 149

2,923

287

1,3391,3711,335

293

1,361
1,667

0

1000

2000

3000

4000

5000
H15 H17

［百万円］
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○ 技術政策課題を解決するための成果が順調に得られているか。

○ 行政・社会の最近のニーズ等を踏まえ、今後どの様な研究を
実施すべきか。

技術政策課題に対する研究の実施状況

◆自己点検の例 「（５）災害に対して安全な国土」

研究の進捗は「概ね順調」

技術政策課題の見直し（研究方針）や研究のマネジメントに反映

災害の予測モデル、予測システム、災害時の情報収集・伝達システ
ムの開発等の成果

行政・社会の最近のニーズを踏まえて今後の研究の方向を一部変更

災害の強大化、地域コミュニティの変質や高齢化等を踏まえ早期の
復旧・復興を可能とする方策、自助・公助による防災地域づくり等に
ついて今後研究

自 己 点 検

資料３、別紙２、参考資料４

National Institute for Land and Infrastructure Management 10

１． 研究活動

（２） 施策への反映

他機関が中心 ２件(５％)

他機関と共同 ９件(２４％)

国総研が中心２７件(７１％)

反映先種別の構成 貢献の仕方別の構成

プロジェクト研究 ８件(２１％)

基盤研究２１件(５５％)

その他 ９件(２４％)

施策への反映に結びついた研究分類の構成

◆１７年度の施策への反映事例３８件の特徴

プロジェクト研究（課題数８％、予算１９％）

施策への反映数の２１％を構成

法律 １件(３％)

政令・省令・告示等 ４件(１０％)

ガイドライン・指針・基準等 １７件(４５％)

新規施策 ７件(１８％)

その他 ９件(２４％)

資料３、別紙３
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「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」に反映（H17年9月策定）
～国土交通省の通達を通じて現場で活用～

事例１

施策への反映事例

○「自立循環型住宅への設計ガイドライン」の作成（Ｈ17年6月）
○「住宅に係る省エネルギー基準（国土交通省告示）」に反映（Ｈ18年4月公布）

～民間への講習会を通じて技術普及～

事例２

○「物流総合効率化法（平成１７年７月制定）」における「港湾国際物流拠点
地区」の指定の考え方に反映

○我が国における港湾物流拠点の形成のための支援策に反映

事例３

11

National Institute for Land and Infrastructure Management

社会ニーズに迅速に対応した調査事例
ガードレールへの付着金属片対策

国総研
付着原因の追究

・金属片の付着状況分析
・金属片材料分析
・再現実験

全国各地のガードレール
に付着した金属片の発見

国土交通省
調査委員会の設置

国総研
付着原因の結論

・金属片は、接触事故で付いた
自動車の部品

国土交通省今後の対応

情報窓口の設置・周知市民の協力

金属片発見のための工夫道路管理者の対応

道路管理者等に通報付着させた原因者の対応

内 容対 応 項 目

ボルト部

継ぎ目部

端部

12
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0
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0

500

1000

1500

H13 H14 H15 H16 H17

○技術研修等への講師派遣 ３１３件

１． 研究活動

（３） 技術支援活動

◆１７年度実績

技術指導（災害調査含む）

508
415460

年度

件
数

（
件

）

委員会への参画

件
数

（
件

）

年度

1261
1049

1348
1067998

○行政運営や事業の執行・管理に必要な技術指導 ５０８件

○災害調査 ６１件

○技術政策に関する検討委員会等の委員会への参画 １，２６１件

National Institute for Land and Infrastructure Management 14

災害発生時の国総研の対応

発災

都道府県

市町村

地方整備局

②派遣要請
①派遣要請

③専門家派遣

本省

国総研

事務所・出張所

■技術支援専門家の派遣

専門家による被災状況調査例

◆台風１４号により大分県、宮崎県、 鹿
児島 県で発生した土砂災害

人的被害が発生した自治体で災害発生時
の警戒避難状況を調査

専門家のアドバイスによる支援例

◆平成17年宮城県沖地震仙台市 内
被災ｽﾎﾟｰﾂ施設

○地震により落下した温水プールの天
井の状況を確認
○事故原因の技術的究明

鰐塚山

④支援の結果を政策の企画
立案に反映
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数次にわたり職員を現地に派遣して調査

○被災メカニズムの解明
○災害実体の把握

メキシコ湾に面する沿岸地域
における橋桁の落下破堤箇所背後の家屋が流出・破壊

○高潮・高潮対策の現状と課題の把握

目 的

海外の災害調査事例
ハリケーン・カトリーナ災害

National Institute for Land and Infrastructure Management 16

共同研究の例

１． 研究活動

（６） 他機関との連携

○共同研究 ２３件

○委託研究 ２６件

「次世代道路サービス提供システムに関する官民共同研究」

○ひとつの車載器で様々なサービスを提供する「次世代道路サービ ス提

供システム」について民間企業２３社と共同研究

○１９年度のサービス開始に向けまとめ

他機関との連携状況

○スマートウェイ推進会議の提言「ITS、セカンドステージへ」

○「スマートウェイ公開実験Demo２００６」も実施
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National Institute for Land and Infrastructure Management 17

１． 研究活動

（８） 国際的活動

第14回アジア地域土木研究所長等会議（H17.10）
テーマ「水害・土砂災害への危機管理及び減災」

外国人研修員の受入れ（175名）

◆主催または共催による国際会議の開催９ 回

◆外国人研修員の受入れ１７５名（５１カ国） ◆ＪＩＣＡ専門家派遣１５名

◆ＩＳＯの国内審議委員会委員等の委嘱 ２３件

◆国総研職員の海外出張 延べ１９７名（３７カ国）

◆２国間協定プロジェクト２９件 ◆多国間技術協力１３件

National Institute for Land and Infrastructure Management 18

２． 研究者の育成

○研究者の育成に関する活動

◆所内研修メニューの充実（研修数：２９件、延べ参加者：４９９人）

◆オン・ザ・ジョブによるトレーニングに加え、バーチャルOJTを活用

○多様な人材の確保と育成

○交流研究員 ４５人

○任期付き研究員 ７人

○新規試験採用 ７人

○行政や事業実施部門との人事交流５４人

◆様々な能力、経験を持つ人材を確保

～オン・ザ・ジョブによるトレーニングの事例～

・年間の実施計画の作成とフォローアップ
・部内ミーティングでの発表
・論文等の執筆・発表

・現場への出張
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◆広報手段別に目的と対象を明確化した平成１７年度広報活動
計画の作成

４． 研究成果の発信

◆一般向け、研究者向け、技術者向けにそれぞれ効果的に情報発信

○学会誌・専門誌等への投稿

0

200

400

600

800

H13 H14 H15 H16 H17

130 124 157 167 191

446 494 571 539 522

論
文

数
（
件

）

和文投稿数

年度

計576
計728 計706 計713

計618

英文等投稿数

0

50

100

150

H13 H14 H15 H16 H17

論
文

数
（
件

）

年度

50 51 42 68

計90 計90 計86

計122
計106

55

40 39 44
54 51

学協会等への論文
６３％（４５０件）

技術者向けの技術資料
３２％（２２７件）

一般向けの記事等
５％（３６件）

投稿の内訳

査読なし

査読付

査読なし

査読付
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４． 研究成果の発信

○ホームページ

◆閲覧者の種類に応じて必要な情報にアクセスしやすい環境整備

トップページで閲覧者を分類 一般の方向けのページ

技術者・研究者向け 一般の方向け

技術者・研究者向け
一般の方向け

対象によって目立たせる内容を変更
国総研の紹介、イベント情報、キッズ向け等
研究成果、国土管理データベース等
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国総研講演会（ 「公共投資を考える視点」等 ６つの演題）
特別講演 茂木健一郎氏 「脳科学の最前線-創造性とコミュニケーション-」

山根 一眞氏 「地球温暖化=大災害時代の仕事」

４． 研究成果の発信

○講演会等

「国土交通省技術研究会」 「愛地球博」 「ちびっこ博士２００５」等

施設の一般公開

0

500

1000

1500

2000

H13 H14 H15 H16 H17

科学技術週間 夏の一般公開

土木の日 秋の一般公開

180人

1931人

1281人

637人

過去最多

施設の一般公開各種イベントへの参加

アニュアルレポート

その他の情報発信

特集１ 今までにない自然災害に立ち向かう
特集２ 公共調達が変わる

関係機関、地方公共団体、大学、図書館、マスコミ等へ配布

・国総研 研究報告 ６件
・国総研 資料 ５９件
・プロジェクト研究報告 ２件

・アニュアルレポート英語版
・NILIM News Letter（年４回）
・国総研ホームページ（英語版）

海外向け国内向け

国総研講演会

土木の日

National Institute for Land and Infrastructure Management 22

Ⅱ．研究活動のマネジメントの

あり方について

１．国総研の特徴

２．研究活動のマネジメントの取り組み

３．「研究方針」の位置づけ及び本年度の改訂

コア 「Ｃheck」大枠
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○国総研は、国土交通省の土木研究所、建築研究所、港湾技術研究所を再編し
て、平成１３年４月に設立された。３分野における研究の技術政策の企画立案に広
く携わっている。

国土交通省 国土交通省
土木研究所

建築研究所

港湾技術研究所

国土技術政策総合研究所

国土交通省が所管する国土技術政策の企画立案と密接に

関係がある総合的な調査、研究開発

独立行政法人
土木研究所

建築研究所

港湾空港技術研究所
公共上の見地から確実に実施されることが必要で、国自

らが実施する必要はないが、民間に委ねた場合に必ずし

も実施されないおそれのある調査、研究、技術開発

１．国土技術政策総合研究所

National Institute for Land and Infrastructure Management 24

①住宅・社会資本整備に関わるほぼ全ての分野を対象としていること

・横断的、統一的な取り組みが可能

・ 獲得した知見を相互に活用して、全体としてパフォーマンスを向上させることが可能

②行政機関としての研究所であること

・変革期にある行政のあり方に対して、今後の方向性を提示することが可能

・ 行政の最前線である整備局との行政改題を介したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが可能

③局の所掌範囲にとらわれないテーマを対象とすることができること

・個々の行政分野にとらわれずに将来の行政のあり方を模索することが可能

④外部からの突発的、非本質的な圧力が相対的少ないこと

・中長期的な展望に立って計画的に仕事を進めることが可能

・ 経年的に長期に渡ってデータを集めることで、技術のコアになる部分を保持・増進させることが可能

⑤周囲に総合大学を含め他分野の研究機関が存在すること

・他の研究者を活用して大きな仕事をすることが可能

・ 全国的・世界的な研究動向についての情報を評価付きで得ることが可能

国総研の特徴（1/2）：国総研の持つアドバンテージ
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③行政機関としての研究所という性格上、行政部門との間で人事異動が行
われ、「行政中心タイプ」「研究・行政経験タイプ」の職員は短期間で異動する
ことが多い。また、国総研に配属されるⅠ種新規採用職員は少なく、一定の
行政経験を積んだ後に研究活動に従事している。

行政中心タイプ 31%

研究・行政経験タイプ 31%

研究中心タイプ 38%

どちらかといえ

ば研究 19% 

どちらかといえ

ば行政 12% 

◆研究室長のキャリアパス（４２人）
タイプ別の構成割合

行政の現場
研究中心タイプ ：研究の経験がｷｬﾘｱﾊﾟｽの２／３以上

研究・行政経験タイプ：研究と行政の双方を経験

行政中心タイプ ：行政の経験がｷｬﾘｱﾊﾟｽの２／３以上

①行政の一組織ではあるものの、整備局と直接のラインとしてリンクしてお
らず、問題発見と成果の検証に手間・暇がかかる

②外部（国民など）との直接の接触機会が少ないために、行政課題に対す
る意識が低い

６２％

国総研の特徴(2/2)：特 殊 性

National Institute for Land and Infrastructure Management 26

２．研究活動のマネジメントの取り組み

○国総研の特徴を踏まえ、住宅・分野社会資本分
野における唯一の国の研究機関としての使命を
果たすために、以下のような研究活動のマネジメ
ントを行う。

（１）コ ア の 設 定

（２）大 枠 の 設 定

（３）効果把握のための「Check」の重視
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２．（１） コ ア の 設 定

他では成しえない、国の組織力を駆使して

収集される情報に基づく研究課題を、所ある
いは各部署の「コア」として位置付け、研究活
動を継続する。
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各研究部・センターのコア（案）

河川・海岸のマネジメント技術河川研究部

各種自然災害のハザードマップに関する一連のマネジメント危機管理技術研究センター

情報通信に関わる標準のメンテナンス（作成と改訂）高度情報化研究センター

国土運営（マネジメント）の現況をモニターし、将来を展望する中から課題を抽出
して広く知らしめると共に、国としてとるべき具体策を検討し、提供する。

総合技術政策研究センター

①航空ネットワークの動向分析及び空港整備の事業評価
②空港の安全確保と施設のストックマネジメント

空港研究部

①物流政策の企画・立案のための物流予測・政策評価技術のマネジメント
②港湾の施設の技術上の基準のマネジメント

港湾研究部

①沿岸環境保全技術のマネジメント（技術の開発、普及、伝承、調整）
②沿岸防災減災技術のマネジメント（同上）

沿岸海洋研究部

都市計画等の制度・運用に関する技術のマネジメント都市研究部

地域住宅計画等に関する全国レベルの情報収集と分析・情報発信住宅研究部

建築行政における安全性確保のための技術基準体系の維持・向上建築研究部

道路ネットワークの整備及び維持管理のマネジメントに対する技術支援道路研究部

①下水道管路のアセットマネジメント
②下水道施設に関する技術基準のマネジメント

下水道研究部

社会資本に係る環境の保全・再生に関する技術基準等のマネジメント環境研究部

研究のコア部分研究部・センター
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２．（２） 大 枠 の 設 定

○技術政策上の課題を包括的に提示

○優先的に取り組むべき課題の抽出

○政策目標を実現につなげる工程

○行政や他機関との連携

○自ら取り組む研究課題の選定

○コーディネーターとしての役割

「 大 枠 」

大枠の設定事例①：安全・安心分野におけるグランドチャレンジ

大枠の設定事例②：交通安全分野におけるマップ作成の試み
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Grand Challenges for 

Disaster Reduction

災害に対して安全・安心な地域社会の構
築を目指した取り組みの方向性

－ 日本版グランドチャレンジ －

整備局と連携して取り組む行動目標の設定

○安全・安心の要件を地域社会の側からとらえる
○なすべきことを包括的に組み立てる
○関係主体の間で共通認識を醸成しつつ、常に現状を踏まえて

進化し、連携の輪が広がっていくプロセス
○関係者一体となった取り組みの基礎となる共通認識のコア部分

を醸成するため１０のチャレンジを設定

当面、6テーマで始動

これからの防災の視点：総合的なリスクマネジメントに向けて

•「個別管理者対応型」 ⇒ 「関係者一体となった総合的取り組み」
•「緊急対応マニュアル型」 ⇒ 「災害対応能力向上のためのマネジメント」

「持続した防災意識に基く事前警戒型」

【参考資料 ５】

大枠の設定①（安全・安心分野におけるグランドチャレンジ）
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ＰＰ

管理者：○○県
(○○局所管) 整
備年：1998年堤
高 ：TP.3.5m

ＰG

ＧＩＳを活用した一元的な高潮堤防マネジメントシステムの構築

達成すべき状態：ゼロメートル地帯の高潮堤防の状態を防災機関の間で共有できる

電子国土基盤搭載イメージ

（高潮の場合）

「２５，０００分の１」の地図を基
図に作成し、縮小することによ
り、 任意の範囲で情報を把
握できる。

搭載内容：管理者、整備年、
堤高、構造、・・・

堤防評価

赤色： 高潮時破堤の危険性

（強度不足）

黄色： 高潮時越流の可能性

（高さ不足）

青色： 安全

：主要排水機場

：水門

ＰＰ

ＰG

ＰＰ

ＰG

ＰG

○開発内容：堤防危険度評価手法の開発

○地方整備局と連携し高潮堤防の現況調査

○国土地理院と連携し電子国土基盤上にＧＩＳの作成

○河川堤防、海岸堤防（河川局、港湾局）など現況の高潮堤防が、
想定される高潮・津波により破堤の危険性があるか否か、越
流の可能性があるか否か判定する。（イメージ図参照）

グランドチャレンジ （事例１）
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各地域ごとに経済団体等との間で常時情報交換を行う体制の確立

達成すべき状態：企業や産業と国交省との間で事業継続計画（BCP)関連情報が共有されている

グランドチャレンジ （事例２）

検討内容検討内容

BCPの効果等分析BCPの効果等分析

交通ネットワークの信
頼性分析

交通ネットワークの信
頼性分析

社会インフラとBCPとの
関連性分析

社会インフラとBCPとの
関連性分析

情報提供方法の検討情報提供方法の検討

アウトプットアウトプット

　災害時の対応方法

災害に強い道路ネットワークのあり方、
道路ネットワーク計画

災害時の優先的・重点的点検復旧箇
所の明確化

公益企業とのBCP連携

　災害時の対応方法

災害に強い道路ネットワークのあり方、
道路ネットワーク計画

災害時の優先的・重点的点検復旧箇
所の明確化

公益企業とのBCP連携

　経済界に対する情報提供

災害時に生産活動・輸送活動に悪影
響を及ぼした事例

災害時の被災想定と迂回路等の情
報

インフラ信頼性マップ
情報共有プラットホーム

　経済界に対する情報提供

災害時に生産活動・輸送活動に悪影
響を及ぼした事例

災害時の被災想定と迂回路等の情
報

インフラ信頼性マップ
情報共有プラットホーム

効　　果効　　果

　経済界
災害に強い経済基盤の形成

　経済界
災害に強い経済基盤の形成

　国土交通省
経済活動への影響を最小限
に止めるための維持管理・復
旧の考え方の確立

　国土交通省
経済活動への影響を最小限
に止めるための維持管理・復
旧の考え方の確立

　共　通
インフラが災害時に企業・産
業活動を支える意義の明確
化・共有化

　共　通
インフラが災害時に企業・産
業活動を支える意義の明確
化・共有化

検討方法・分担検討方法・分担

経済団体（企業）経済団体（企業）

国総研国総研

本　省本　省

公益企業公益企業
連携

連携支援・協働

連携

指示・報告

地方整備局地方整備局
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１．背 景

・第７次交通安全基本計画（平成１３～１７年度）では、政府目標として交通事故死者数８，４６６人※以下を

掲げていたが、平成１７年の死者数は６，８７１人となり目標を達成 ※交通安全基本法施行後最低であった昭和５４年の死者数

・しかしながら、約１１６万人が交通事故で死傷。これは国民の約１００人に１人が１年間に死傷することに相当

・単位走行台キロあたりの死傷者事故件数で見ても、欧米諸国と比較して、かなり高いレベル

・そこで、第８次交通安全基本計画（平成１８～２２年度）では、目標として、死者数を５，５００人以下※、

死傷者数を１００万人以下と設定 ※平成２４年までに５，０００人（平成１６年１月小泉総理施政方針演説）

・科学的分析に基づく、効果的な交通安全施策・事業の企画立案・実行を支援する研究を実施

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事故に影響する要因
出典：PIARC Road Safety Manual 

死傷事故の集中発生傾向（幹線道路H11-14）
出典：交通事故総合分析センター資料

176件以

上発生

1,175件

発生
死傷事故
発生せず

14.3万km
75.7%

21.3万件
50%

3.3万km
17.7%

1.2万km
6.6％

21.3万件
50%

延長

死傷事
故件数

２．交通事故の特徴

道路環境による要因

は約３割

幹線道路では、延長の７％で
約５０％の事故が発生

大枠の設定②（交通安全分野におけるマップ作成の試み）
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３．事故発生要因と研究機関

人的要因約９割

車両要因約１割

道路環境的要
因約３割

・ヒューマンエラーを起こしやすい状況分析

・人体損傷部位と致死との関連性 など

（財）交通事故総合分析セン
ター

・損害補償支払箇所マップからみた危険箇所

・物損事故からみた事故の特徴

（社）日本損害補償協会

・側面衝突時の乗員保護性能

・自動車運転者の情報処理能力 など

（独）交通安全環境研究所

・シートベルト、ヘルメットの効果把握

・交通安全教育の普及方策 など

科学警察研究所

主に人的要因の観点から研究を行う機関

主に車両要因の観点から研究を行う機関

・ドライブレコーダの活用による安全向上方策 など（社）自動車技術会

・自動車の安全性能向上方策

・前方危険予知システム、危険警告システムの開発

各自動車メーカー

・車両と車両、車両と人の衝突試験による安全性能

・自動車側からみた安全対策 など

（財）日本自動車研究所

主に道路環境要因の観点から研究を行う機関

・冬期視程障害などの交通安全対策施設（独）土木研究所

・交通安全事業の効率化、対策工種ごとの効果把握

・交通安全施設の機能向上

・市民参画型、アドバイザー制度の提案

国土技術政策総合研究所

・学術的な観点からの研究

（大学教員を中心に活動）

（財）国際
交通安全
学会

・シミュレータを活用した実験

・ヒヤリマップの作成手法

・ドライブレコーダの活用方策

・市民参画型合意形成手法

など

大学
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４）アドバイザー制度等による効果的な対策の提案

３）市民参画型の新たな対策の提案・推進

２）対策工種ごとの効果把握、

ＰＤＣＡサイクルの効率化

１）交通安全事業の効率化

４）交通安全の専門家の知見を活用する制度確立

３）ヒヤリハット、ドライブレコーダ等の活用手法

・高齢者事故等増加傾向の事故への対策提案

２）交通安全対策工種ごとの効果分析

・ＰＤＣＡサイクルに対応した交通事故対策評価

マニュアル、交通事故対策事例集の作成

・交通挙動の変化から対策効果を把握する手法

・高齢者対策、生活道路対策の提案

１）優先度明示による対策実施箇所の選定方法の確立

上記のほか、５）交通安全施設の改良、基準策定も実施

５．求められる施策 ６．国総研に求められる研究

事故要因の把握

対策の立案

対策の効果把握（事前・事後）

対策箇所の抽出

対策の実施

PP

DD

CC

AA

４．ＰＤＣＡサイクルの円滑化で求められるもの

１）交通安全事業の効率化（効率的な箇所の選定）

３）市民参画型の新たな対策の提案・推進

４）アドバイザー
制度等による対
策提案

２）対策工種ごとの効果把握

２）ＰＤＣＡサイクルの効率化

○）交通安全施設の設計、機能向上

○）事故データ収集・蓄積方法
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交通安全分野におけるロードマップ

・国内外の交通事故発生状況の分析（継続的に実施） ・幹線道路では７％の区間に事故の５０％が集中
↓

・事故率曲線作成方法 ・事故多発箇所の特性分析 ・適切な対策箇所選定により、事業実施効果として
　約７倍以上が期待

↓
優先度明示による対策実施箇所 対策実施箇所の選定方法の改善 ・交通事故の大幅な削減

の選定方法の確立 ・より一層の予算の効率的な執行

・交通事故対策評価マニュアル作成 ・高齢者が関わる交通事故対策 ・交通事故は道路環境による要因が約３割
・交通事故対策事例集 ↓

・生活道路の交通安全対策 ・対策の効果的な組合せにより、３割以上の発生
あんしん歩行エリア等の改善 　抑止も可能

本省より各道路管理者へ配布 ↓
事例集作成 ・当該箇所ごとに、事故の発生形態に対して最も

・交通事故統合データベースの構築 　効果的な対策を立案可能になる

運用開始 ・ＰＤＣＡサイクルを更に向上させるためには、
対策の実施効果を迅速に把握することが必要

・ヒューマンエラー検知手法（アイカメラ、車両挙動等） ↓

・事故発生メカニズム明確化手法 ・効果を迅速に把握する手法の開発

・道路環境対策効果事前検証手法 ↓
   （ドライビングシミュレータ等） ・追加対策の要否等が迅速に判断可能

・交通挙動を用いた
  対策効果評価手法

対策の効果把握へ活用
ＰＤＣＡサイクルの効率化

・市民参加型交通安全対策・評価システム ・市民参加型の交通安全対策の枠組みが開発
（生活道路における住民参加型の枠組み） ↓
（ヒヤリデータ収集蓄積方法） インターネットを活用して ・国民意識の更なる向上

全国へ普及展開 ・より透明性の高い施策の展開が可能
・ドライブレコーダによるヒヤリハットデータ収集
（自動車技術会が実施）

事故抑制効果を検証し、助成制度の検討

・アドバイザー会議の活用方策 ・有識者の知見・知識の活用方策の確立
↓

・難解な箇所でも事故削減の取り組みが可能に
マニュアルを作成し全国へ展開 ・個別箇所での実施効果の更なる向上

・金属片が付着しにくい防護柵の構造検討 ・社会情勢等に応じた基準の改定
・道路照明の性能規定化の検討 ↓

・施設の安全性等の向上、コスト削減が期待
基準改定 ・新しい技術の導入が期待

・領域俯瞰調査により新たな課題の発掘

諸外国の道路監査制度 高齢者事故の特徴 海外の交通事故による損失額単位

　　の提案・推進

　　効果的な対策の提案

　　基準策定

次期社会資本整備
重点計画

（Ｈ２０～Ｈ２４）

２）対策工種ごとの効果把握

３）市民参画型の新たな対策

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 成果の反映Ｈ２０年度以降

１）交通安全事業の効率化

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

６）領域俯瞰調査

　

４）アドバイザー制度等による

５）交通安全施設の改良、
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２．（３）効果把握のための「Check」の重視

DoDo

CheckCheckActionAction

PlanPlan

研究課題の設定

研究計画

成果の活用計画

研究の実施

成果の発信

現状観察・診断

施策効果の把握・検証

研究評価（内部・外部）

研究活動の変更・改
良のための場づくり、
行動

国のビジョン・政策社会環境 中長期研究計画 国内外の研究動向 現場 ・・・
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研究活動のマネジメントにおける「Check」

それぞれの研究活動が

①「コア」、「大枠」を十分に意識したものとなっているか

②プロセスを重視し、PDCAサイクルが的確に機能しているかどうか

の状況を常に把握していることが重要と認識

そのためのツールとして、下記の項目の計測を今後検討（例示）

①関連 ・「コア」、「大枠」に関する研究者の意識

・「コア」、「大枠」に関連した研究のウェイト

②関連 ・それぞれの研究活動におけるPDCAサイクル、特に「Check」

の設定の有無

・顧客（整備局、地方公共団体、各種団体等）とのコミュニ

ケーションの構築度
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交通安全分野のマネジメントサイクルにおける「Check」

事故要因の把握

対策の立案

対策の効果把握

②事故対策検討・評価手法（個別）

③事故データ収集・蓄積方法

①事故対策実施の枠組み

市民参加型交通安全対策・評価システム（H17～19）
・生活道路における事故・ヒヤリデータ収集蓄積方法

交通事故統合データベース（過年度）
・幹線系道路における事故データ収集蓄積方法

事故対策データベース（H17）
・事故対策検討・評価に関するデータ蓄積方法

ドライブレコーダーによるヒヤリハットデータ収集
（自動車技術会が実施・委員として情報収集等実施）

交通事故対策評価マニュアル（H16）
・幹線系道路における事故対策実施の枠組み

ヒューマンエラー（H17～19）

国総研で実施の研究

委託研究または
他機関で実施の研究

交通事故対策事例集（H16～）
・事故パターンの事例
・事故パターンに応じた対策事例

都
道
府
県
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議

報告/助言

報告/助言

多く発生している一部の事故形態を対象に事故発生メカニズム
と対策案を提示（H17～19）

対策箇所（事故危険
箇所）の抽出

基準類（防護柵、照明等）

道路環境対策効果事前検証手法
（ドライビングシミュレータ等・H18）

市民参加型交通安全対策・評価システム（H17～19）
・生活道路における事故対策実施の枠組み（住民参加など）

事故危険箇所抽出方法（H14）/事故率曲線作成方法（H16）

対策の実施

PP

DD
CC

追
加
対
策
が
必
要
な
場
合

AA
ヒューマンエラー検知手法（アイカメラ、車両挙動等・H17）
ヒューマンエラー・事故発生メカニズム明確化手法
（バリエーションツリー等・H17）

交通挙動を用いた対策効果評価手法（H18～19）
・事故件数を使用せず交通挙動で評価する手法（迅速な対策効果評価を目的）

事故対策実施の枠組み

ＩＴＳを活用した交通安全対策

専
門
家
等
と
の
協
働

・ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
活
用
方
策
（Ｈ
18
）
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アセス技術手法制定（P)アセス技術手法制定（P)

アセス実施（D)アセス実施（D)

意見交換評価（C)意見交換評価（C)

改正（A)改正（A)

構成メンバー：本省、各地整、高速道路会社、国総研、
独法土研等

年3回程度開催

アセス技術手法改正

道路環境分野のマネジメントサイクルにおける「Check」

H15 工事騒音改正
H16 走行騒音改正
H18 技術手法全面改正

国総研等研究実施 （騒音他16分野）
研究事例
要望：排水性舗装等の騒音低減効果の予測

手法について
↓

学会と協働して研究を実施
↓

成果：排水性舗装等の騒音低減効果の予測が
可能となった。

内容：道路環境影響評価に関する現場担当者の意見交換
アセスの実施事例の概要紹介
国総研・土研における研究の提案・報告
各地整からのアセス技術手法の改正要望

全国道路環境担当者連絡調整会議
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３． 「研究方針」の位置づけ

～ 基本的な考え ～

研究活動のマネジメントを行う中で不断の検討

を加え、より進化させたものへと更新していくもの
とする

今年度の主な改訂点（予定）‥‥‥【資料 ４】

○マネジメントに関する記述を追加

○「政策支援」を重視する旨記述の修正

○技術政策課題を国土交通省の施策の枠組みに整合
させて記述
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安全・安心な社会の実現

（１）自然災害に対して安全・安心な国土及び地域社会の構築

（２）安全・安心に暮らせる日常の実現

誰もが生き生きと暮らせる社会の実現

（３）住環境・都市環境の改善と都市構造の再構築

（４）ユニバーサル社会の創造

国際競争力を支える活力ある社会の実現

（５）人・物のモビリティの向上

（６）住宅・社会資本ストックの有効活用

環境と調和した社会の実現

（７）地球環境への負荷の軽減

（８）美しく良好な環境の保全と創造

国づくりを支える総合的な手法の確立

（ ９）総合的な国土マネジメント手法

（１０）政策及び事業評価の高度化

（１１）技術基準の高度化

（１２）公共調達制度の適正化

（１３）情報技術の活用

研究ニーズの変化を受けた研究課題の改編

２．安全で安心な国づくり

（５）災害に対して安全な国土

（６）安心して暮らせる生活環境

３．生活コストが安く、豊かでゆとりのある暮らしの実現

（７）快適で潤いのある生活環境の形成

（８）住民参加型の地域マネジメント

（９）生活コストの安い暮らし

（１０）豊かでゆとりのある住宅等の市場基盤整備

４．活力・国際競争力のある社会と個性のある地域の創造

（１１）人の交流の円滑化と物流の効率化

（１２）都市・地域の活力の再生

１．持続可能な社会を支える美しい国土の形成

（１）国土形成史等を踏まえた今後の国土マネジメント

（２）地球環境への負荷の軽減

（３）住宅・社会資本のストックマネジメント

（４）美しく良好な環境の保全と創造

５．住宅・社会資本整備マネジメント手法の向上

（１３）技術基準・契約方式等の高度化

（１４）政策及び事業評価手法の高度化

６．高度情報化社会に対応した国土づくり

（１５）安全・安心で活力ある社会の構築のためのITの活用

７．国際社会への対応と貢献

（１６）国際貢献の推進

（１７）国際基準への戦略的対応
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